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参考資料一覧 
 
（新規協議） 

１ 協議第３号 新町の名称                      P 1 

２ 協議第４号 新町の事務所の位置について                  P 2 

３ 協議第５号 財産の取扱いについて                      P 5 

４ 協議第６号 町村議会議員の任期及び定数の取扱いについて      P 8 

５ 協議第７号 地方税の取扱いについて                  P13 

６ 協議第８号 地域審議会の取扱いについて              P18 

７ 協議第 10 号 特別職の職員の身分の取扱いについて          P20 

８ 協議第 11 号 条例、規則等の取扱いについて             P27 

９  協議第 12 号 組織及び機構について                 P29 

10 協議第 13 号 一部事務組合等の取扱いについて            P32 

11 協議第 14 号 補助金、交付金等の取扱いについて           P39 

12 協議第 15 号 行政連絡機構の取扱いについて             P43 

13 協議第 16 号 町字名の取扱いについて                P46 

14 協議第 17 号 慣行の取扱いについて                 P47 

15 協議第 18 号 農業委員会委員の任期及び定数の取扱いについて     P50 
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広見町・日吉村合併協議会 項目別調整方針 
 

協  議  項  目 新町の名称 関 係 項 目  

事務・事業・制度名等  担 当 部 会 名 等 合併協議会事務局 

調整方針確認日 
基 本 調 整 方 針 新町の名称は、きほく町とする。 

平成  年  月  日 

留  意  事  項 先    進    事    例 備    考 

新設合併（対等合併）の場合は、２町村とも廃

されるので、新しい町の名称を決める必要があ

る。 

 

【関係法令】 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 

第２６０条 政令で特別の定をする場合を除く

外、市町村の区域内の町若しくは字の区域をあ

らたに画し若しくはこれを廃止し、又は町若し

くは字の区域若しくはその名称を変更しよう

とするときは、市町村長が当該市町村の議会の

議決を経てこれを定め、都道府県知事に届け出

なければならない。 

２ 前項の規定による届出を受理したときは、

都道府県知事は、直ちにこれを告示しなければ

ならない。 

３ 第１項の規定による処分は、政令で特別の

定めをする場合を除くほか、前項の規定による

告示によりその効力を生ずる。 

   

○近年の先例地の状況 

新設合併 

 ひたちなか市（Ｈ６．１１．１）：勝田市、那珂湊市 

 公募 

 小委員会（１２人）で１候補を選定（６か月間） 

 

 あきる野市（Ｈ７．９．１）：秋川市、五日市町 

  小委員会（６人）で結論が出ず協議会にて協議（４か月間） 

 

 篠山市（Ｈ１１．４．１）：篠山町、西紀町、丹南町、今田町 

  公募（篠山を入れた名前でアイデア募集） 

  小委員会（１２人）で１候補を選定（７か月間） 

 

 西東京市（Ｈ１３．１．２１）：田無市、保谷市 

  公募 

  選定小委員会（８人）で１０候補を選定（１０か月間） 

  協議会で５候補を選定 

  住民アンケートで最終選定 

 

 さいたま市（Ｈ１３．５．１）：浦和市、大宮市、与野市 

  任意の合併協議会で確認 

  公募 

  検討委員会（１９人）で５候補を選定 

  小委員会（１０人）で１候補を選定（２３か月間） 

 

 さぬき市（Ｈ１４．４．１）：津田町、大川町、志度町、寒川町、長尾町 

  公募の中から各町１０の候補を選出 

  協議会で１候補を選定 

 

 あさぎり町（Ｈ１５．４．１）：上村、免田町、岡原村、須恵村、深田村 

  公募 

  選定小委員会（１０人）で４候補を選定（２か月間） 

  協議会で１候補を選定 

 

 東かがわ市（Ｈ１５．４．１）：引田町、白鳥町、大内町 

  公募 

  選定小委員会（１２人）で１０候補を選定（４か月間） 

  協議会で１候補を選定 
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広見町・日吉村合併協議会 項目別調整方針 
 

協  議  項  目 新町の事務所の位置 関 係 項 目  

事務・事業・制度名等  担 当 部 会 名 等 合併協議会事務局 

調整方針確認日 

基 本 調 整 方 針 

１ 新町の事務所の位置は、合併当初は広見町大字近永８００番地１（現在の広見町役場）とする。 

２ 現在の日吉村の役場の位置に支所を置くものとする。 

３ 新たに建設する庁舎については、合併特例債活用可能な期間内に、広見町地内に建設するものとする。建設候補地については、広見町大

字永野市、同近永、同出目、同興野々の中から、２町村からの交通の事情等に考慮し、住民の利用に最も便利な位置を選定するものとする。 

４ 合併に伴い支所となる旧役場庁舎等については、住民窓口サービスの低下を招かないよう十分に配慮し、電算処理システムのネットワー

ク化等により、必要な機能の整備を図るものとする。 

平成  年  月  日 

留 意 事 項 根 拠 法 令 備    考 

市町村の事務所の位置は、条例で定める（地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第４条第１項）こ

ととされているため、新設合併の場合は、新たに条

例でこれを定めることとなり、あらかじめ合併協議

会の場で協議しておく必要があります。 

事務所の位置については、住民の利用に最も便利

であるように、交通の事情、他の官公署との関係等

について適当な考慮を払わなければなりません（地

方自治法第４条第２項）。 

なお、事務所の位置を定める条例を制定するとき

は、合併市町村の議会において、出席議員の３分の

２以上の者の同意が必要（地方自治法第４条第３

項）とされていますが、新設合併の際は、議会が成

立していないケースがあり、その場合は、合併市町

村の職務執行者の専決処分が必要な場合もありま

す。 

地方自治法 

  （事務所の位置及び変更） 

第４条 地方公共団体は、その事務所の位置を定め又はこれを変更しようとするときは、条例でこれを定めなければな

らない。 

２ 前項の事務所の位置を定め又はこれを変更するに当たっては、住民の利用に最も便利であるように、交通の事情、

他の官公署との関係等について適当な考慮を払わなければならない。 

３ 第１項の条例を制定し又は改廃しようとするときは、当該地方公共団体の議会において出席議員の３分の２以上の

者の同意がなければならない。 

 

 

 （支庁・地方事務所等の設置及び区） 

第１５５条 普通地方公共団体の長は、その権限に属する事務を分掌させるため、条例で、必要な地に、都道府県にあ

っては支庁（道にあっては支庁出張所を含む。以下これに同じ。）及び地方事務所、市町村にあっては支所又は出張

所を設けることができる。 

２ 支庁若しくは地方事務所又は支所若しくは出張所の位置、名称及び所管区域は、条例でこれを定めなければならな

い。 

３ 第４条第２項の規定は、前項の支庁若しくは地方事務所又は支所若しくは出張所の位置及び所管区域にこれを準用

する。 
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事 務 所 の 現 況 先    進    事    例 備    考 

広見町 

 位置     広見町大字近永８００番地１ 

 施設の規模  ３階 

 構造     鉄筋コンクリート造り陸屋根 

 敷地面積   ３，０８４．７１㎡ 

 延床面積   １，７８３．２７㎡ 

      １階  ５７７．５０㎡ 

      ２階  ５７７．５０㎡ 

      ３階  ５７７．５０㎡ 

      保健センター（環境衛生課） 

      広見町民会館（教育委員会） 

      総合福祉センター（保健福祉課） 

      第２庁舎（水道課） 

 竣工  昭和３３年１２月２３日 

日吉村 

 位置     日吉村大字下鍵山４６３番地 

 施設の規模  ２階 

 構造     鉄筋コンクリート造り陸屋根 

 敷地面積   １，６６３．９４㎡ 

 延床面積   １，０１３．２９㎡ 

      １階  ５５０．５２㎡ 

      ２階  ４６２．７７㎡ 

      住民センター 

      １階  ３６５．６３㎡ 

      ２階  ３４４．５５㎡ 

３階  ５５０．６３㎡ 

 竣工  昭和５７年９月３０日 

 

北上市  新設合併（Ｈ３．４．１）：北上市、和賀町、江釣子村 

学識経験者９人で構成する小委員会を設置。事務所の位置は、旧北上市役所。和賀町、江釣子村役場は

支所とし、一部事務組合を除き当面は現状の組織。新庁舎は用地取得後、平成６年度から江釣子地区内に

建設する。 

ひたちなか市  新設合併（Ｈ６．１１．１）：勝田市、那珂湊市 

事務所の位置は、旧勝田市役所。分庁方式。那珂湊庁舎は支所に。本庁に企画管理部門及び支所が所管

する区域（旧那珂湊市）以外の区域に関する事務を所掌。新庁舎の建設予定なし。 

 

あきる野市  新設合併（Ｈ７．９．１）：秋川市、五日市町 

事務所の位置は、旧秋川市役所。６人からなる小委員会を設置。分庁方式。新庁舎の位置は２市町の庁

舎にはこだわらない。実際の新庁舎は秋川市庁舎跡に平成１２年度完成。 

 

篠山市  新設合併（Ｈ１１．４．１）：篠山町、西紀町、丹南町、今田町 

事務所の位置は、旧篠山町役場。篠山町を除く他の３町役場を支所とし、従来の支所と合わせて５支所

に。各支所には地域振興、住民、福祉、業務管理、収納の５担当を設置。 

 

西東京市  新設合併（Ｈ１３．１．２１）：田無市、保谷市 

事務所の位置は、旧田無市役所。新庁舎は建設しない。合併年度末までの組織・機構は現状を維持。合

併後、事務レベルにおいて窓口部門を除く分庁の具体的手法を検討。 

 

さいたま市  新設合併（Ｈ１３．５．１）：浦和市、大宮市、与野市 

事務所の位置は、旧浦和市役所。新庁舎は合併後検討する。大宮市、与野市の庁舎については、現庁舎

の活用方法について検討する。 

 

さぬき市  新設合併（Ｈ１４．４．１）：津田町、大川町、志度町、寒川町、長尾町 

事務所の位置は、当面の新市の位置を大川郡志度町大字志度５３８５番地５（現在建設中の志度町役場

の新庁舎の位置）に置く。 

 

あさぎり町  新設合併（Ｈ１５．４．１）：上村、免田町、岡原村、須恵村、深田村 

事務所の位置は、免田町役場。免田町を除く他の４町村役場を支所とする。合併後、新町至便の地に新

庁舎建設を検討する。本庁舎の役場構造から、合併後当分の間は、行政機構を分散及び仮庁舎を設置する

ことも考慮する。 

 

東かがわ市  新設合併（Ｈ１５．４．１）：引田町、白鳥町、大内町 

事務所の位置は、白鳥町湊字水入１８４７番地１とする。新庁舎の位置は、建設するとした場合、白鳥

町湊又は白鳥地内とする。 
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    新たに建設する庁舎の建設候補地位置図 
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広見町・日吉村合併協議会 項目別調整方針 
 

協  議  項  目 財産の取扱い 関 係 項 目  

事務・事業・制度名等  担 当 部 会 名 等 総務部会 

基 本 調 整 方 針 ２町村の所有する財産、公の施設及び債務等は、合併時点で所有するものすべてを新町に引き継ぐものとする。 調整方針確認日 

留意事項  根拠法令 先進事例 

市町村の合併が行われた場合

において、財産処分を必要とす

るときは、合併関係市町村が協

議してこれを定めます。（地方自

治法第７条第４項） 

原則的には、合併関係市町村が

持っていた財産（土地、建物、

債権、債務など）は、すべて合

併市町村が引き継ぐこととし、

公の施設についても、合併市町

村の公の施設として設置するこ

とになります。 

ただし、合併関係市町村の財産

を合併市町村に引き継ぐことが

適当でない特別な事情がある場

合は、財産区（地方自治法第２

９４条）を設置することもでき

ます。 

財産処分に係る協議について

は、合併関係市町村の議会の議

決を経なければなりません。（地

方自治法第７条第５項） 

 

【市町村の財産】 

市町村の財産には、次のような

ものがあります。 

① 公有財産 

  不動産、動産、用益物権、

無体財産権、有価証券等 

② 物品 

③ 債権 

④ 基金 

 

地方自治法 

（市町村の廃置分合及び境界変更） 

第７条 市町村の廃置分合又は市町村の境界変更は、関係市町村の申請に基き、都道府県知事が当該都道府県の

議会の議決を経てこれを定め、直ちにその旨を総務大臣に届け出なければならない。 

２ 前項の規定により市の廃置分合をしようとするときは、都道府県知事は、あらかじめ総務大臣に協議し、そ

の同意を得なければならない。 

３ 都道府県の境界にわたる市町村の境界の変更は、関係のある普通地方公共団体の申請に基き、総務大臣がこ

れを定める。 

４ 第１項及び前項の場合において財産処分を必要とするときは、関係市町村が協議してこれを定める。 

５ 第１項、第３項及び前項の申請又は協議については、関係のある普通地方公共団体の議会の議決を経なけれ

ばならない。 

６ 第１項の規定による届出を受理したとき、又は第３項の規定による処分をしたときは、総務大臣は、直ちに

その旨を告示するとともに、これを国の関係行政機関の長に通知しなければならない。 

７ 第１項又は第３項の規定による処分は、前項の規定による告示によりその効力を生ずる。 

（財産の管理及び処分） 

第２３７条 この法律において「財産」とは、公有財産、物品及び債権並びに基金をいう。 

２～３（略） 

（公有財産の範囲及び分類） 

第２６８条 この法律において「公有財産」とは、普通地方公共団体の所有に属する財産のうち次に掲げるもの

（基金に属するものを除く。）をいう。 

① 不動産 

② 船舶、浮標、浮桟橋及び浮ドック並びに航空機 

③ 前２号に掲げる不動産及び動産の従物 

④ 地上権、地役権、鉱業権その他これらに準ずる権利 

⑤ 特許権、著作権、商標権、実用新案権その他これらに準ずる権利 

⑥ 株券、社債券（特別の法律により設立された法人の発行する債券を含み、短期社債等の振替に関する法律

（平成１３年法律第７５号）第２条第２項に規定する短期社債等に係るものを除く。）及び地方債証券（社

債等登録法（昭和１７年法律第１１号）の規定により登録されたものを含む。）並びに国債証券（国債に関

する法律（明治３９年法律第３４号）の規定により登録されたものを含む。）その他これらに準ずる有価証

券 

⑦ 出資による権利 

⑧ 不動産の信託の受益権 

２ 公有財産は、これを行政財産と普通財産とに分類する。 

３ 行政財産とは、普通地方公共団体において公用又は公共用に供し、又は供することと決定した財産をいい、

普通財産とは、行政財産以外の一切の公有財産をいう。 

（物品） 

第２３９条 この法律において「物品」とは、普通地方公共団体の所有に属する動産で次の各号に掲げるもの以

外のもの及び普通地方公共団体が使用のために保管する動産（政令で定める動産を除く。）をいう。 

 

 

 

○さぬき市（H14.4.1 合併) 

５町の所有する財産、公の施設及び債務は、すべ

て新市に引き継ぐものとする。  

   

○あさぎり町（H15.4.1 合併） 

財産及び債務の取扱いについて（山林を除く） 

(1) 公有財産（山林を除く）については、現行の

まま新町に引き継ぐ。 

(2) 物品については、現行のまま新町に引き継

ぐ。 

(3) 共通の基金額については、合併後の推定標準

財政規模の最低２０％を確保する。また、そ

の他の基金額（奨学基金、救護施設基金、土

地開発基金等）については、合併時の現有額

を持ち寄る。 

(4) 債務については現行のまま新町に引き継ぐ。

山林の取扱いについて 

(1) 岡原村・須恵村・深田村の所有する山林につ

いては、すべて新町に引き継ぐ。なお、関係

村が締結している分収林契約についても、新

町に引き継ぐものとする。 

(2) 上村の所有する山林については、合併時に財

産区を設定し財産区管理会を設けて管理運営

にあたる。 

なお、分収林契約については財産区に引き

継ぐものとし、当該山林に要した負債につい

ては、上村が合併前に一括償還するものとす

る。 

また、財産区運営のため、合併時に基金を

設置することとする。 

（調整の具体的な内容） 

財産区の健全な管理・運営を行うために必

要な諸規定については、合併までに調整し、

新町において設置する。 

 

 

○南宇和合併協議会（H16.10.1 合併予定） 

５町村の所有する財産、公の施設及び債務は、す

べて新町に引き継ぐものとする。 
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協  議  項  目 財産の取扱い 関 係 項 目  

留意事項   根拠法令 先進事例

① 現金（現金に代えて納付される証券を含む。）

② 公有財産に属するもの 

③ 基金に属するもの 

２～５（略） 

（債権） 

第２４０条 この章において「債権」とは、金銭の給付を目的とする普通地方公共団体の権利をいう。 

２ 普通地方公共団体の長は、債権について、政令の定めるところにより、その督促、強制執行その

他その保全及び取立てに関し必要な措置をとらなければならない。 

３ 普通地方公共団体の長は、債権について、政令の定めるところにより、その徴収停止、履行期限

の延長又は当該債権に係る債務の免除をすることができる。 

４ 前２項の規定は、次の各号に掲げる債権については、これを適用しない。 

① 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定に基づく徴収金に係る債権 

② 過料に係る債権 

③ 証券に化体されている債権（社債等登録法又は国債に関する法律の規定により登録されたもの

及び短期社債等の振替に関する法律の規定により振替口座簿に記録されたものを含む。） 

④ 預金に係る債権 

⑤ 歳入歳出外現金となるべき金銭の給付を目的とする債権 

⑥ 寄附金に係る債権 

⑦ 基金に属する債権 

（基金） 

第２４１条 普通地方公共団体は、条例の定めるところにより、特定の目的のために財産を維持し、

資金を積み立て、又は定額の資金を運用するための基金を設けることができる。 

２～７（略）  

８ 第２項から前項までに定めるもののほか、基金の管理及び処分に関し必要な事項は、条例でこれ

を定めなければならない。 

（地方債） 

第２３０条 普通地方公共団体は、別に法律で定める場合において、予算の定めるところにより、地

方債を起こすことができる。 

２ 前項の場合において、地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、予算

でこれを定めなければならない。 

（債務負担行為） 

第２１４条 歳出予算の金額、継続費の総額又は繰越明許費の金額の範囲内におけるものを除くほ

か、普通地方公共団体が債務を負担する行為をするには、予算で債務負担行為として定めておかな

ければならない。 

〔財産区の意義及びその財産又は公の施設〕 

第２９４条 法律又はこれに基く政令に特別の定があるものを除く外、市町村及び特別区の一部で財

産を有し若しくは公の施設を設けているもの又は市町村及び特別区の廃置分合若しくは境界変更

の場合におけるこの法律若しくはこれに基く政令の定める財産処分に関する協議に基き市町村及

び特別区の一部が財産を有し若しくは公の施設を設けるものとなるもの（これらを財産区という。）

があるときは、その財産又は公の施設の管理及び処分又は廃止については、この法律中地方公共団

体の財産又は公の施設の管理及び処分又は廃止に関する規定による。 

２ 前項の財産又は公の施設に関し特に要する経費は、財産区の負担とする。 

３ 前二項の場合においては、地方公共団体は、財産区の収入及び支出については会計を分別しなけ

ればならない。 
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協  議  項  目 財産の取扱い 関 係 項 目  

平成１４年度 決 算 書 
項   目 

広  見  町 日  吉  村 

 土地建物 行政財産  土地   ３５３，２１８.１５㎡ 

      建物    ７９，１４７.９９㎡ 

普通財産  土地 １，４４７，０８６.４０㎡ 

      建物     ３，６７９.５７㎡ 

行政財産  土地   １０９，４４３.００㎡ 

      建物    ２６，３４６.００㎡ 

普通財産  土地 ２，２８８，９４８.００㎡ 

       建物       ３５５.００㎡ 

 山 林  直営林    

 分収林      １，３７２，７０２.００㎡ 

 その他 

 直営林      ２，２７１，９４７.００㎡ 

 分収林        ４００，９２７.００㎡ 

 その他   

 有価証券（株券） 日本電信電話株式会社・㈱グリーンファーム安森 

愛媛地域総合研究所・㈱森の三角ぼうし 

（合計３８，４４７，０００円） 

 

（出資による権利に含む） 

公有財産 

 出資による権利 南予森林組合・鬼北土地開発公社・愛媛県農業信用基金協会・広見町農業公社・宇和

島地区広域事務組合ふるさと整備基金・鬼北地域野菜園芸振興基金・愛媛県国保連合

会預託金・愛媛県信用保証協会・愛媛県保健医療財団・ふるさと情報センター・愛媛

県労働者信用基金・愛媛県腎臓設立バンク・愛媛の森基金・愛媛県まちづくり総合セ

ンター・愛媛県栽培漁業基金・愛媛県国際交流協会・砂防フロンティア整備推進機構・

愛媛県暴力追放推進センター・中小企業情報センター・愛媛県廃棄物処理センター・

愛媛県農林漁業後継者育成基金 

（合計２７０，３４５，４００円） 

 日吉村森林組合・鬼北土地開発公社・愛媛県農業信用基金協会・日吉村原木市場・日

吉村農林公社・鬼北地域野菜園芸振興基金・愛媛県信用保証協会・愛媛県保健医療財

団・愛媛県労働者信用基金・愛媛県腎臓設立バンク・愛媛の森基金・愛媛県まちづく

り総合センター・愛媛県栽培漁業基金・愛媛県暴力追放推進センター・愛媛県廃棄物

処理センター・愛媛県農林漁業後継者育成基金・㈱愛媛地域総合研究所・愛媛県農業

開発公社・愛媛県市町村職員互助会・ふるさと市町村圏・愛媛県スポーツ振興事業団

（合計１９０，９６６，０００円） 

預託金 
該当なし 該当なし 

 

物 品 
 車両・機械器具他  車両・機械器具他 

債 権 

 生活環境施設整備貸付金、地域総合整備事業貸付金 

住宅新築資金等貸付金 

（合計１３３，４６９，４９５円） 

奨学資金貸付金・住宅新築資金等貸付金 

（合計６３，７６５，３０１円） 

基 金 

 財政調整基金・土地開発基金他 

（合計８６０，６３７，６９４円） 

公有財産造成基金、（土地 ６，１０９，２３３㎡） 

財政調整基金・土地開発基金他 

（合計７５８，４４８，８２７円） 

地方債 
普通会計起債・企業会計起債 

（合計１０，９３４，５２８，３４９円） 

普通会計起債・特別会計起債 

（合計２，６８６，５８０，４１６円） 

水道事業有形固定資産 
 土地建物他 

（合計６，８９０，２６７，０４４円） 

 なし 
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広見町・日吉村合併協議会 項目別調整方針 
 

協  議  項  目 町村議会議員の任期及び定数の取扱い  関 係 項 目 

事務・事業・制度名等  担 当 部 会 名 等 合併協議会事務局 

調整方針確認日 
基 本 調 整 方 針 

１ 議会議員については、市町村の合併の特例に関する法律第７条第１項第１号の規定を適用し、平成１７年４月３０日まで引き続き新町の

議会議員として在任する。 平成  年  月  日 

留  意  事  項 根     拠     法     令 先 進 事 例 

市町村の合併が行われると、

新設合併であれば、合併関係市

町村の議会の議員はすべてそ

の身分を失うことになります。 

しかし、合併市町村の議員の

定数が合併関係市町村の議員

の定数の総和に比べ大幅に減

少する場合が多いことから、激

変緩和のために、合併特例法に

おいて、定数又は在任の特例が

認められています。 

特例の適用の有無やその内

容については、合併関係市町村

が協議を行う必要があり、この

協議には、合併関係市町村の議

会の議決を経るものとされ、そ

の協議が成立したときは、合併

関係市町村は直ちにその内容

を告示しなければなりません。 

また、決定されたことについ

ては、合併後に変更することは

できないとされています。 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 

 （市町村の議員の定数） 

第９１条 市町村の議会の議員の定数は、条例で定める。 

２ 市町村の議会の議員の定数は、次の各号に掲げる市町村の区分に応じ、当該各号に定める数を超えない範囲内で定

めなければならない。 

 (1)～(3)（略） 

 (4) 人口１万以上２万未満の町村 ２２人 

 (5)～(11)（略） 

３～６（略） 

７ 第７条第１項の規定により市町村の設置を伴う市町村の廃置分合をしようとする場合において、その区域の全部又

は一部が当該廃置分合により新たに設置される市町村の区域の全部又は一部となる市町村（以下本条において「設置

関係市町村」という。）は、設置関係市町村が２以上のときは設置関係市町村の協議により、設置関係市町村が一の

ときは当該設置関係市町村の議会の議決を経て、あらかじめ、新たに設置される市町村の議会の議員の定数を定めな

ければならない。 

８ 前項の規定により新たに設置される市町村の議会の議員の定数を定めたときは、設置関係市町村は、直ちに当該定

数を告示しなければならない。 

９ 前項の規定により告示された新たに設置される市町村の議会の議員の定数は、第１項の規定に基づく当該市町村の

条例により定められたものとみなす。 

１０ 第７項の協議については、設置関係市町村の議会の議決を経なければならない。 

 

市町村の合併の特例に関する法律（昭和４０年法律第６号） 

（議会の議員の定数に関する特例） 

第６条 新たに設置された合併市町村にあつては、地方自治法第９１条第２項の規定にかかわらず、合併関係市町村の

協議により、市町村の合併後最初に行われる選挙により選出される議会の議員の任期に相当する期間に限り、同項に

規定する数の２倍に相当する数を超えない範囲でその議会の議員の定数を定めることができる。ただし、議員がすべ

てなくなつたときは、その定数は、同条の規定による定数に復帰するものとする。 

２～７（略） 

８ 第１項、第２項又は第５項の協議については、合併関係市町村の議会の議決を経るものとし、その協議が成立した

ときは、合併関係市町村は、直ちにその内容を告示しなければならない。 

 

 

○篠山市（Ｈ１１．４．１合併） 

議会議員については、市町村の合併の特例

に関する法律第７条第１項第１号の規定を適

用し、合併後１年１月間、引き続き新市の議

会の議員として在任する。 

 

○さぬき市（Ｈ１４．４．１合併） 

議会議員については、市町村の合併の特例

に関する法律第７条第１項第１号の規定を適

用し、合併後１年２月間、引き続き新市の議

会の議員として在任する。 

 

○あさぎり町（Ｈ１５．４．１合併予定） 

議会議員については、市町村の合併の特例

に関する法律第７条第１項第１号の規定を適

用し、合併後１年１月間、引き続き新町の議

会の議員として在任する。 

 

○東宇和・三瓶合併協議会（Ｈ１６．４．１

合併予定） 

１ 新市の議会の議員の定数は、市町村の合

併の特例に関する法律第６条第１項を適用

し、３１人とする。 

２ 新市においては、合併前の全ての関係町

の区域ごとに公職選挙法第１５条第６項に規

定する選挙区を設けることとし、各選挙区の

定数は次のとおりとする。 

  明浜町の区域   ４人 

  宇和町の区域  １０人 

  野村町の区域   ７人 

  城川町の区域   ４人 

  三瓶町の区域   ６人 

３ 報酬の額は、宇和町の報酬額及び同規模

の自治体の例をもとに調整する。 
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留  意  事  項 根     拠     法     令 先 進 事 例 

 （議会の議員の在任に関する特例〉 

第７条 市町村の合併に際し、合併関係市町村の議会の議員で当該合併市町村の議会の議員の被選挙権を有することと

なるものは、合併関係市町村の協議により、次に掲げる期間に限り、引き続き合併市町村の議会の議員として在任す

ることができる。この場合において、市町村の合併の際に当該合併市町村の議会の議員である者の数が地方自治法第

９１条の規定による定数を超えるときは、同条の規定にかかわらず、当該数をもつて当該合併市町村の議会の議員の

定数とし、議員に欠員が生じ、又は議員がすべてなくなつたときは、これに応じて、その定数は、同条の規定による

定数に至るまで減少するものとする。ただし、第３項において準用する前条第５項の規定により編入合併特例定数を

もつてその議会の議員の定数とする場合において議員がすべてなくなつたときは、この限りでない。 

① 新たに設置された合併市町村にあつては、市町村の合併後２年を超えない範囲で当該協議で定める期間 

② 他の市町村の区域の全部又は一部を編入した合併市町村にあつては、その編入をする合併関係市町村の議会の議

員の残任期間に相当する期間 

２ 前項の規定は、前条第１項又は第２項の協議が成立した場合には適用しない。 

３ 前条第５項から第７項までの規定は、市町村の合併に際し、その区域の全部又は一部が編入されることとなる合併

関係市町村の議会の議員で当該合併市町村の議会の議員の被選挙権を有することとなるものが、第１項の規定により

引き続き合併市町村の議会の議員として在任することとした場合について準用する。 

４ 前条第８項の規定は、第１項又は前項において準用する同条第５項の協議について準用する。 

 

公職選挙法（昭和２５年法律第１００号） 

（地方公共団体の議会の議員の選挙区） 

第１５条 １～５（略） 

６ 市町村は、特に必要があるときは、その議会の議員の選挙につき、条例で選挙区を設けることができる。但し、地

方自治法第２５２条の１９第１項の指定都市（以下「指定都市」という。）については、区の区域をもつて選挙区とす

る。 

７ 第２項、第３項又は前項の規定により選挙区を設ける場合においては、行政区画、衆議院（小選挙区選出）議員の

選挙区、地勢、交通等の事情を総合的に考慮して合理的に行わなければならない。 

８ 各選挙区において選挙すべき地方公共団体の議会の議員の数は、人口に比例して、条例で定めなければならない。

ただし、特別の事情があるときは、おおむね人口を基準とし、地域間の均衡を考慮して定めることができる。 

９ 前各項に定めるもののほか、地方公共団体の議会の議員の選挙区及び各選挙区において選挙すべき議員の数に関し

必要な事項は、政令で定める。 

 （一般選挙、長の任期満了に因る選挙及び設置選挙） 

第３３条  地方公共団体の議会の議員の任期満了に因る一般選挙及び長の任期満了に因る選挙は、その任期が終わる

日の前３０日以内に行う。 

２ 地方公共団体の議会の解散に因る一般選挙は、解散の日から４０日以内に行う。 

３ 市町村の設置に因る議会の議員の一般選挙及び長の選挙は、地方自治法第７条第６項の告示による当該市町村の設

置の日から５０日以内に行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○南宇和合併協議会（Ｈ１６．１０．１合併

予定） 

 議会議員については、市町村の合併の特例

に関する法律第７条第１項第１号の規定を適

用し、平成１７年４月３０日まで引き続き新

町の議会議員として在任する。報酬等につい

ては、５町村の長が別に協議して合併時まで

に調整する。 

 

○上島合併協議会（Ｈ１６．１０．１合併予

定） 

 合併特例法は適用しない。 

 なお、選挙区を設けることについては検討

する。 
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広見町・日吉村合併協議会 項目別調整方針 
 

協  議  項  目 町村議会議員の任期及び定数の取扱い（新町議会議員の定数等）  関 係 項 目 

事務・事業・制度名等  担 当 部 会 名 等 合併協議会事務局 

調整方針確認日 

基 本 調 整 方 針 

２ 新町議会議員の定数は、  人とする。 

３ 新町議会議員選挙の選挙区は、最初の一般選挙に限り、旧町村単位で選挙区を設けることとする。 

４ 新町議会議員の報酬の額は、広見町の報酬額及び同規模の自治体の例をもとに調整する。 
平成 年 月 日 

留  意  事  項 根     拠     法     令 先 進 事 例 

合併の際には、合併特例法第

６条及び第７条の規定により、

合併関係市町村の協議により、

議員の定数や在任に関する特

例を適用することができます

が、第６条第１項ただし書き及

び第７条第１項ただし書きで

は、議員がすべてなくなったと

き、あるいは議員に欠員が生じ

たときは、地方自治法第９１条

の規定による定数に復帰する、

あるいはその定数まで減少す

るとされています。 

平成１５年１月１日から施

行された地方自治法の改正前

は「地方自治法第９１条の規定

による定数」とは法律上の定数

を指していましたが、この改正

により「議員の定数は、条例で

定める。」ことになりましたの

で、合併後の市町村が特例の適

用期間を経過した後に適用す

る定数を定めておく必要があ

ります。 

つまり、議員の定数や在任の

特例を適用する場合には、合併

特例法の規定による特例定数

と地方自治法第９１条の規定

による特例の適用期間を経過

した後に適用する定数の双方

を合併前に定めておく必要が

あるわけです。 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 

 （市町村の議員の定数） 

第９１条 市町村の議会の議員の定数は、条例で定める。 

２ 市町村の議会の議員の定数は、次の各号に掲げる市町村の区分に応じ、当該各号に定める数を超えない範囲内で定

めなければならない。 

 (1)～(3)（略） 

 (4) 人口１万以上２万未満の町村 ２２人 

 (5)～(11)（略） 

３～６（略） 

７ 第７条第１項の規定により市町村の設置を伴う市町村の廃置分合をしようとする場合において、その区域の全部又

は一部が当該廃置分合により新たに設置される市町村の区域の全部又は一部となる市町村（以下本条において「設置

関係市町村」という。）は、設置関係市町村が２以上のときは設置関係市町村の協議により、設置関係市町村が一の

ときは当該設置関係市町村の議会の議決を経て、あらかじめ、新たに設置される市町村の議会の議員の定数を定めな

ければならない。 

８ 前項の規定により新たに設置される市町村の議会の議員の定数を定めたときは、設置関係市町村は、直ちに当該定

数を告示しなければならない。 

９ 前項の規定により告示された新たに設置される市町村の議会の議員の定数は、第１項の規定に基づく当該市町村の

条例により定められたものとみなす。 

１０ 第７項の協議については、設置関係市町村の議会の議決を経なければならない。 

 

 

 

市町村の合併の特例に関する法律（昭和４０年法律第６号） 

（議会の議員の在任に関する特例〉 

第７条 市町村の合併に際し、合併関係市町村の議会の議員で当該合併市町村の議会の議員の被選挙権を有することと

なるものは、合併関係市町村の協議により、次に掲げる期間に限り、引き続き合併市町村の議会の議員として在任す

ることができる。この場合において、市町村の合併の際に当該合併市町村の議会の議員である者の数が地方自治法第

９１条の規定による定数を超えるときは、同条の規定にかかわらず、当該数をもつて当該合併市町村の議会の議員の

定数とし、議員に欠員が生じ、又は議員がすべてなくなつたときは、これに応じて、その定数は、同条の規定による

定数に至るまで減少するものとする。ただし、第３項において準用する前条第５項の規定により編入合併特例定数を

もつてその議会の議員の定数とする場合において議員がすべてなくなつたときは、この限りでない。 

① 新たに設置された合併市町村にあつては、市町村の合併後２年を超えない範囲で当該協議で定める期間 

② 他の市町村の区域の全部又は一部を編入した合併市町村にあつては、その編入をする合併関係市町村の議会の議

員の残任期間に相当する期間 

２～４ 略 
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協  議  項  目 町村議会議員の任期及び定数の取扱い（新町議会議員の定数等）  関 係 項 目 

留  意  事  項 根     拠     法     令 先 進 事 例 

 新設合併の場合、合併前に条

例を制定することができませ

んので、改正後の地方自治法第

９１条第７項から第１０項に

市町村の配置分合の際の特例

の適用期間経過後に適用する

定数の決定手続が規定されて

います。 

 この規定では、 

 ①設置関係市町村（合併特例

法でいう合併関係市町村）の議

会の議決を経て（第１０項） 

 ②設置関係市町村の協議に

より定数を定め（第７項） 

 ③直ちに告示をする(第８

項) 

 こととされていますが、この

手続は、合併特例法に定められ

ている特例を適用する際の手

続とは別個のものですので、必

ずしも合併特例法に基づく手

続と同時に完了する必要はあ

りませんし、合併協議会の中で

協議しなければならないもの

でもありません。 

 しかし、議員の定数は合併後

の市町村の根幹に関わる問題

ですので、特例適用の是非と合

わせて、合併協議会の中で協議

することが望ましいと考えら

れます。 

なお、この手続により告示さ

れた定数は、「第１項の規定に

基づく当該市町村の条例によ

り定められたものとみなす」と

されていることから、合併後の

市町村において改めて条例で

定める必要はなく、合併後に定

数を変更する場合に新たに条

例を制定することになります。 

公職選挙法（昭和２５年法律第１００号） 

（選挙の単位） 

第１２条 １～３ 略 

４ 市町村の議会の議員は、選挙区がある場合にあっては、各選挙区において、選挙区がない場合にあってはその市

町村の区域において、選挙する。 

 

（地方公共団体の議会の議員の選挙区） 

第１５条 １～５（略） 

６ 市町村は、特に必要があるときは、その議会の議員の選挙につき、条例で選挙区を設けることができる。但し、地

方自治法第２５２条の１９第１項の指定都市（以下「指定都市」という。）については、区の区域をもつて選挙区とす

る。 

７ 第２項、第３項又は前項の規定により選挙区を設ける場合においては、行政区画、衆議院（小選挙区選出）議員の

選挙区、地勢、交通等の事情を総合的に考慮して合理的に行わなければならない。 

８ 各選挙区において選挙すべき地方公共団体の議会の議員の数は、人口に比例して、条例で定めなければならない。

ただし、特別の事情があるときは、おおむね人口を基準とし、地域間の均衡を考慮して定めることができる。 

９ 前各項に定めるもののほか、地方公共団体の議会の議員の選挙区及び各選挙区において選挙すべき議員の数に関し

必要な事項は、政令で定める。 

 

 （一般選挙、長の任期満了に因る選挙及び設置選挙） 

第３３条  地方公共団体の議会の議員の任期満了に因る一般選挙及び長の任期満了に因る選挙は、その任期が終わる

日の前３０日以内に行う。 

２ 地方公共団体の議会の解散に因る一般選挙は、解散の日から４０日以内に行う。 

３ 市町村の設置に因る議会の議員の一般選挙及び長の選挙は、地方自治法第７条第６項の告示による当該市町村の設

置の日から５０日以内に行う。 

 

 

公職選挙法施行令 

 （人口の定義） 

第１４４条 法及びこの政令における人口は、官報で公示された最近の国勢調査又はこれに準ずる全国的な人口調査の

結果による人口による。但し、官報公示の人口の調査期日以後において都道府県、郡又は市町村の境界に変更があっ

た場合においては、地方自治法施行令第１７６条又は第１７７条の規定によって都道府県知事が告示した人口による。 
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協  議  項  目 町村議会議員の任期及び定数の取扱い（新町議会議員の定数等）  関 係 項 目 

現              況 
具体項目 

広見町    日吉村 合 計
備       考 

法定数    ２２人 １２人 ３４人

条例    １８人 １０人 ２８人議員定数 

現状    １８人 １０人 ２８人

新町議会議員の定数は、  人とする。 

選挙区数    １ １

区域    広見町の区域 日吉村の区域選挙区 

    

新町議会議員選挙の選挙区は、最初の一般選挙

に限り、旧町村単位で選挙区を設けることとす

る。 

議長    ２４０，０００円 ２１８，０００円

副議長    １８８，０００円 １７１，０００円

議員報酬 

（月額） 

(H15.4.1) 議員    １７３，０００円 １６１，０００円

 新町議会議員の報酬の額は、広見町の報酬額及

び同規模の自治体の例をもとに調整する。 

国勢調査人口    １１，１４７人 １，９３３人 １３，０８０人

自治法

定 数 
１８．７５人   ３．２５人 ２２人

人口類

似団体 
１３．６４人   ２．３６人 １６人

 

※参考 

選挙区を２

つとした場

合の選挙区

ごとの定数 

人口比

例議員

数 

参 考 １１．９３人 ２．０７人 １４人 
きほく合併協議会で継続審議となっていた定

数の１８人をもとに算出した。 

 人口同規模団体の議員定数 

（平成１５年１月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

団体名 人口（H12 国勢調査） 議員数（法定） 条例 現員 

丹原町   １３，６４４人 ２２ １６ １６

吉田町   １３，００１人 ２２ １８ １５

津島町   １３，８６３人 ２２ １８ １６
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広見町・日吉村合併協議会 項目別調整方針 
 

協  議  項  目 地方税の取扱い 関 係 項 目  

事務・事業・制度名等  担当部会名等 総務部会 

調整方針確認日 

基 本 調 整 方 針 

１ 税率については、各税とも地方税法の定めによる標準税率とする。 

２ 納期については、平成１６年度については旧町村の例により、平成１７年度から、新たに納期を定めるものとする。 

３ 納期前納付に対する報奨金については、1 円未満切捨てにより算出した額とする。 

４ 納税組合に対する納税奨励金制度は廃止の方向で検討する。 

平成  年  月  日 

留意事項   根拠法令 先進事例

市町村は、地方税の税目、課税客体、課

税標準、税率その他賦課徴収について定

めをするには、条例で規定しなければな

らないとされています（地方税法第３条

第１項） 

したがって、一般と異なる税率で課税す

るなど不均一の課税を行おうとする場合

にも、条例で規定しなければなりません。 

合併後に、不均一課税を行うか否かにつ

いて、合併特例法においては、あらかじ

め合併関係市町村の間で協議する旨の規

定はありませんが、事実上の取扱いとし

ては、合併協議会で事前に取り決めるこ

とが適当であるとされています。 

しかし、この取り決めはあくまでも申し

合わせ事項に過ぎないものであり、合併

直後に合併市町村において正規の条例改

正等の手続をとってはじめて、不均一課

税が行われるものとされています。 
(昭和 33 年 10 月 15 日市町村税課長内かん) 

(市町村ハンドブックより) 

 

【不均一課税】 

合併関係市町村相互間で市町村税の税

率が異なることなどにより、合併後直ち

に合併市町村の全区域にわたって均一の

課税をすることが、かえって、住民の負

担にとって不均衡が生じると考えられる

場合があります。 

このような場合には、合併特例法第１０

条の規定により、市町村の合併が行われ

た年度及びこれに続く５年度に限って、

不均一の課税をすることができるとされ

ています。 

地方税法においては、不均一の課税につ

いて、同法第６条第２項及び第７条で規

個人町村民税 

１ 納税義務者（地方税法第２９４条） 

 ① 町村内に住所を有する個人  均等割及び所得割 

② 町村内に事務所、事業所又は家屋敷を有する個人で町村内に住所を有しない者 均等割

 

２ 税率 

 ① 均等割（地方税法第３１０条）    ２，０００円    （標準税率） 

 ② 所得割（地方税法第３１４条の３）  ３％、８％、１２％ （標準税率） 

 

法人町村民税 

１ 納税義務者（地方税法第２９４条） 

① 町村内に事務所又は事業所を有する法人  均等割及び法人税割 

② 町村内に寮、宿泊所、クラブその他これらに類する施設を有する法人で町村内に事務所

又は事業所を有しないもの及び町村内に事務所、事業所又は寮等を有する法人でない社団

又は財団で代表者又は管理人の定めのあるもの  均等割 

２ 税率 

① 均等割（地方税法第３１２条）   （標準税率） 

 

法  人  等  の  区  分 税    率 

１ 資本等の金額が５０億円超        従業者数５０人超 年額 ３００万円 

２ 資本等の金額が１０億円超～５０億円以下 従業者数５０人超 年額 １７５万円 

３ 資本等の金額が１０億円超        従業者数５０人以下 年額  ４１万円 

４ 資本等の金額が１億円超～１０億円以下  従業者数５０人超 年額  ４０万円 

５ 資本等の金額が１億円超～１０億円以下  従業者数５０人以下 年額  １６万円 

６ 資本等の金額が１千万円超～１億円以下  従業者数５０人超 年額  １５万円 

７ 資本等の金額が１万円超～１億円以下   従業者数５０人以下 年額  １３万円 

８ 資本等の金額が１千万円以下       従業者数５０人超 年額  １２万円 

９ 前各号に掲げる法人以外の法人等 年額   ５万円 

 

② 法人税割（地方税法第３１４条の６）  １００分の１２．３ （標準税率） 

 

３ 納期（地方税法第３２１条の８） 

  地方税法に規定する納期限 

 

○さぬき市(H14.4.1 合併) 

 ５町で差異のある税制等については、次のとおり取扱う。

１ 個人市民税の均等割額は、地方税法の定めにより標準

税率を採用する。 

２ 個人市民税及び固定資産税の納期は、地方税法の定め

る納期による。 

３ 軽自動車税の納期は、課税客体の把握に要する事務処

理期間を考慮し、５月１日から５月３１日までとする。 

４ 個人市民税及び固定資産税に係る納期前納付報奨金に

ついては、次のとおりに取扱う。 

(1) 交付額は、１００分の１．０とする。 

(2) 月数については、全期前納方式による算定とする。 

(3) 交付額の上限は５万円、下限は１００円とする。 

   

○中球磨５か町村合併協議会 

（あさぎり町：H15.4.1 合併予定） 

５か町村で差異のある税制については、次のとおり取扱う

ものとする。 

(1) 個人町村民税の納期については、地方税法及び市町村

条例準則に定める納期による。 

(2) 固定資産税の納期については、須恵村の例による。 

(3) 軽自動車税の納期については、地方税法及び市町村条

例準則に定める納期とする。 

(4) 鉱産税については、免田町、岡原村、須恵村、深田村

の例による。 

(5) 水利地益税については、設置しないものとする。 

 

○引田町・白鳥町・大内町合併協議会 

（東かがわ市：H15.4.1 合併予定） 

個人市民税、法人町民税、固定資産税、軽自動車税、町

たばこ税及び特別土地保有税については、３町に相違がな

いため市税として現行のとおり新市に引き継ぐ。 

 

○東宇和・三瓶町合併協議会 

５町で差異のある税制については、次のとおり取扱うも

のとする。 
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定されており、第６条第２項には「地方

団体は、公益上その他の事由に因り必要

がある場合においては、不均一の課税を

することができる。」とされています。 

市町村の合併においても、この地方税法

の規定により不均一課税を実施すること

も考えられるところですが、市町村の合

併における「公益上その他の事由」の範

囲が必ずしも明確ではないことから、合

併特例法において、不均一課税をするこ

とができることを明確にしているもので

す。 

したがって、合併を事由とする不均一課

税の根拠は、この合併特例法の規定とな

るため、不均一課税ができる期間は、必

ず、合併が行われた年度及びこれに続く

５年度に限られることになります。 

 

【不均一課税をすることができる要件】 

不均一課税をすることができる要件は、

次のいずれかに該当する場合に限られて

います。 

○合併関係市町村の相互の間に地方税

の賦課に関し著しい不均衡があるた

め、合併市町村の全区域にわたって均

一の課税をすることが著しく衡平を

欠くと認められる場合 

○市町村の合併により継承した財産又

は負債の額について合併関係市町村

の相互の間に著しい差があるため、合

併市町村の全区域にわたって均一の

課税をすることが著しく衡平を欠く 

 

市町村が課税することができる税目 

法定普通税（６種類） 

 市町村民税 

 固定資産税 

 軽自動車税 

 市町村たばこ税 

 鉱産税 

 特別土地保有税 

法定目的税（７種類） 

 入湯税 

 事業所税 

 都市計画税 

 水利地益税 

 共同施設税 

固定資産税 

１ 納税義務者（地方税法第３４３条） 

  １月１日現在町村内に所在する固定資産（土地・家屋・償却資産）の所有者 

２ 課税標準（地方税法第３４９条、第３４９条の２） 

 １月１日における当該固定資産税の価格 

３ 税率（地方税法第３５０条） １００分の１．４  （標準税率） 

４ 免税点（地方税法第３５１条）  

  土  地  ３０万円 

  家  屋  ２０万円 

  償却資産 １５０万円 

 

軽自動車税 

１ 納税義務者（地方税法第４４２条の２） 

  軽自動車等の所有者又は使用者 

２ 税率（地方税法第４４４条）  （標準税率） 

 
市町村は、第１項各号に掲げる軽自動車等以外の軽自動車等及び同項第２号に掲げる軽自動

車等のうち３輪の小型特殊自動車で農耕作業用のものその他の同号の区分により難いものにつ

いては、同項各号に掲げる区分とは別に、用途、総排気量、定格出力その他の軽自動車等の諸

元によつて区分を設けて、軽自動車税の税率を定めることができる。この場合においては、前

２項の規定を適用して定められる税率と均衡を失しないようにしなければならない。 

 

町村たばこ税 

１ 納税義務者（地方税法第４６５条） 

製造たばこの製造者、特定販売業者又は卸売販売業者 

２ 税率（地方税法第４６８条） 

  紙たばこ       １，０００本につき２，６６８円 

  旧３級品紙巻たばこ  １，０００本につき１，２６６円 

１ 個人町民税及び固定資産税の納期については、地方税

法に定める納期による。 

２ 個人町民税及び固定資産税の納期前納付報奨金につい

ては、地方税法に定める基準による。 

３ 特別土地保有税については、合併時に調整する。 

 

○南宇和合併協議会（H16.10.1 合併予定） 

地方税の取扱いについては、次のとおりとする。 

１ 賦課率は５町村とも同率であるため、現行のまま新町

に引き継ぐものとする。 

２ 個人町村民税と固定資産税の納期については、御荘町

の例による。ただし、平成１６年度は旧町村の例によるも

のとする。 

３ 軽自動車税の納期については、城辺町の例によるもの

とする。 

４ 特別土地保有税については、御荘町の例によるものと

する。 

５ 鉱産税・入湯税については、現行のまま新町に引き継

ぐものとする。 

６ 納税（貯蓄）組合については、現行のまま引き継ぎ、

新町において調整する。 

 

 

区 分 種   別 税 額 

総排気量が０．０５リットル以下のもの又は定格出力

が０．６キロワット以下のもの（ニに掲げるものを除

く。） 

１，０００円 

２輪のもので、総排気量が０．０５リットルを超え、

０．０９リットル以下のもの又は定格出力が０．６キ

ロワットを超え、０．８キロワット以下のもの 

１，２００円 

２輪のもので、総排気量が０．０９リットルを超える

もの又は定格出力が０．８キロワットを超えるもの 

１，６００円 

原動機付自転車 

３輪以上のもの（総務省令で定めるものを除く。）で、

総排気量が０．０２二リットルを超えるもの又は定格

出力が０．２５キロワットを超えるもの 

２，５００円 

２輪のもの（側車付のものを含む。）  ２，４００円

３輪のもの  ３，１００円

営業用 ５，５００円 乗用のもの 

自家用 ７，２００円 

貨物用のもの 営業用 ３，０００円 

軽自動車 
４輪以上のもの 

 自家用 ４，０００円 

２輪の小型自動車  ４，０００円
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 宅地開発税 

 国民健康保険税 

法定外普通税 

法定外目的税 

 

これらの税目の税率については、標準税

率、制限税率、一定税率及び任意税率の

４種類があります。 

 

【不均一課税の対象となる税目】 

法定普通税のうち、一定税率以外の税率

により課税する税目については、市町村

ごとに税率が違う場合があるので、不均

一課税をすることができますが、一定税

率で全国一律に課税されている「市町村

たばこ税」と「特別土地保有税」につい

ては、不均一課税を行う余地はありませ

ん。 

 

【特例の範囲】 

不均一課税ができる期間は、合併が行わ

れた年度及びこれに続く５年度に限ら

れ、同一市町村内において区域により税

率を異にすることを認めたものですが、

市町村の一体性及び住民負担の公正を期

する観点からも、この特例の適用期間は

できる限り短期間に抑えるよう努めるべ

きであるほか、合併前以上に不均衡を増

す措置は認められないものと解されてい

ます。 

また、制限税率がある場合には、当然に、

これを超えた不均一課税を行うことがで

きません。 

 

 

鉱産税 

１ 納税義務者（地方税法第５１９条） 

鉱物の掘採の事業を行う鉱業者 

２ 課税標準（地方税法第５１９条） 

鉱物の価格 

３ 税率（地方税法第５２０条） １００分の１  （標準課税） 

   ただし、毎月１日から末日までの間に採掘された鉱物の価格が２００万円以下の場合 

１００分の０．７ 

 

特別土地保有税 

１ 納税義務者（地方税法第５８５条） 

  当該土地の所有者又は取得者 

２ 課税標準（地方税法第５９３条） 

  土地の取得価額 

３ 税率（地方税法第５９４条）  

 土地に対して課するもの     １００分の１．４  

  土地の取得に対して課するもの  １００分の３    

   

入湯税 

１ 納税義務者（地方税法第７０１条） 

  鉱泉浴場における入湯客 

２ 税率（地方税法第７０１条の２） 

  入湯客１人１日について、１５０円 （標準税率） 

 

地方税法（昭和２５年法律第２２６号） 

 （公益等に因る課税免除及び不均一課税） 

第６条 地方団体は、公益上その他の事由に因り課税を不適当とする場合においては、課税を

しないことができる。 

２ 地方団体は、公益上その他の事由に因り必要がある場合においては、不均一の課税をする

ことができる。 

 （受益に因る不均一課税及び一部課税） 

第７条 地方団体は、その一部に対して特に利益がある事件に関しては、不均一の課税をし、

又はその一部に課税をすることができる。 

 

（普通徴収に係る個人の市町村民税の納期） 

第３２０条 普通徴収の方法によつて徴収する個人の市町村民税の納期は、６月、８月、１０

月及び１月中（当該個人の市町村民税額が均等割額に相当する金額以下である場合にあつて

は、６月中）において、当該市町村の条例で定める。但し、特別の事情がある場合において

は、これと異なる納期を定めることができる。 

（固定資産税の納期） 

第３６２条 固定資産税の納期は、４月、７月、１２月及び２月中において、当該市町村の条

例で定める。但し、特別の事情がある場合においては、これと異なる納期を定めることがで

きる。 

２ 固定資産税額（第３６４条第８項の規定によつて都市計画税をあわせて徴収する場合にあ

つては、固定資産税額と都市計画税額との合算額とする。）が市町村の条例で定める金額以

下であるものについては、当該市町村は、前項の規定によつて定められた納期のうちいずれ
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か一の納期において、その全額を徴収することができる。 

 

（個人の市町村民税の納期前の納付） 

第３２１条 個人の市町村民税の納税者は、納税通知書に記載された納付額のうち到来した納

期に係る納付額に相当する金額の税金を納付しようとする場合においては、当該納期後の納

期に係る納付額に相当する金額の税金をあわせて納付することができる。 

２ 前項の規定によつて個人の市町村民税の納税者が当該納期の後の納期に係る納付額に相当

する金額の税金を納付した場合においては、市町村は、当該市町村の条例で定める金額の報

奨金をその納税者に交付することができる。但し、当該納税者の未納に係る地方団体の徴収

金がある場合においては、この限りでない。 

３ 前項の報奨金の額は、第１項の規定によつて納期前に納付した税額の１００分の１に、納

期前に係る月数（１月未満の端数がある場合においては、１４日以下は切り捨て、１５日以

上は１月とする。）を乗じて得た額をこえることができない。 

（固定資産税に係る納期前の納付） 

第３６５条 固定資産税の納税者は、納税通知書に記載された納付額のうち到来した納期に係

る納付額に相当する金額の税金を納付しようとする場合においては、当該納期の後の納期に

係る納付額に相当する金額の税金をあわせて納付することができる。 

２ 前項の規定によつて固定資産税の納税者が当該納期の後の納期に係る納付額に相当する金

額の税金を納付した場合においては、市町村は、当該市町村の条例で定める金額の報奨金を

その納税者に交付することができる。但し、当該納税者の未納に係る地方団体の徴収金があ

る場合においては、この限りでない。 

３ 前項の報奨金の額は、第１項の規定によつて納期前に納付した税額の１００分の１に、納

期前に係る月数（１月未満の端数がある場合においては、１４日以下は切り捨て、１５日以

上は１月とする。）を乗じて得た額をこえることができない。 

 

 

合併特例法 

 （地方税に関する特例） 

第１０条 合併市町村は、合併関係市町村の相互の間に地方税の賦課に関し著しい不均衡があ

るため、又は市町村の合併により承継した財産の価格若しくは負債の額について合併関係市

町村相互の間において著しい差異があるため、その全区域にわたつて均一の課税をすること

が著しく衡平を欠くと認められる場合においては、市町村の合併が行われた日の属する年度

及びこれに続く５年度に限り、その衡平を欠く程度を限度として課税をしないこと又は不均

一の課税をすることができる。 

２ 合併関係市町村のいずれもが市町村の合併が行われた日の前日において地方税法（昭和２

５年法律第２２６号）第７０１条の３１第１項第１号イ及びロに掲げる市以外の市又は町村

であり、かつ、その人口（同号ハに規定する人口をいう。以下この項において同じ。）が３

０万未満である場合であつて、当該市町村の合併が行われた日において合併市町村が人口３

０万以上の市であるときは、当該合併市町村に対する同号ハの規定による指定は、当該市町

村の合併が行われた日から起算して５年を経過する日までの間は行わないものとする。ただ

し、当該合併市町村の人口が、当該市町村の合併が行われた日の前日における合併関係市町

村の人口の状況を勘案して政令で定めるところにより算定した人口以上となつた場合は、こ

の限りでない。 
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現              況 
項      目 

広 見 町 日 吉 村 
具体的調整方針 

均等割 ２，０００円  ２，０００円
税 率 

所得割 標準税率  標準税率

現行のまま新町に引き継ぐ。 

第１期 6 月 1 日～6月 30 日  6 月 1 日～6月 30 日

第２期 9 月 1 日～9月 30 日  9 月 1 日～9月 30 日

第３期 11 月 1 日～11 月 30 日  12 月 1 日～12 月 25 日

第４期 翌年 1月 1日～1月 31 日  翌年 3月 1日～3月 31 日

第５期 － － 

第６期 － － 

第７期 － － 

第８期 － － 

第９期 － － 

普
通
徴
収 

第10期 － － 

個人町村民税 

納
期 

特別徴収 7 月 10 日～翌年 6月 10 日 7 月 10 日～翌年 6月 10 日 

普通徴収の納期については、地方税法に定められた納期

とする。 

 

第１期    6 月 1 日～ 6 月 30 日 

第２期    8 月 1 日～ 8 月 31 日 

第３期   10 月 1 日～10 月 31 日 

第４期  翌年 1月 1日～ 1 月 31 日 

 

※ただし、平成１６年度については旧町村の例により、平

成１７年度から統一する。 

法人税割 100 分の 12.3  100 分の 12.3
法人町村民税  

  
税率

均等割 標準税率 標準税率

現行のまま新町に引き継ぐ。 

税率 100 分の 1.4  100 分の 1.4

第１期 4 月 1 日～4月 31 日  5 月 1 日～5月 31 日

第２期 7 月 1 日～7月 31 日  8 月 1 日～8月 31 日

第３期 10 月 1 日～10 月 31 日  11 月 1 日～11 月 30 日

第４期 12 月 1 日～12 月 25 日 翌年 2月 1日～2月末日 

第５期 － － 

第６期 － － 

第７期 － － 

第８期 － － 

第９期 － － 

固定資産税 
納期 

第10期 － － 

固定資産税の税率については、標準税率とする。 

納期については、地方税法に定められた納期とする。 

 

第１期    4 月 1 日～ 4 月 30 日 

第２期    7 月 1 日～ 7 月 31 日 

第３期   12 月 1 日～12 月 25 日 

第４期  翌年 2月 1日～ 2 月末日 

 

※ただし、平成１６年度については旧町村の例により、平

成１７年度から統一する。 

税率 標準税率  標準税率
軽自動車税 

納期 5 月 1 日～5月 31 日  4 月 11 日～4月 30 日

軽自動車税の税率は標準税率とする。 

納期は日吉村の例による。 

町村たばこ税     税率 千本につき 2,434 円 2,434 円 現行のまま新町に引き継ぐ。 

鉱産税    税率 100 分の 1 100 分の 1 現行のまま新町に引き継ぐ。 

土地 100 分の 1.4  100 分の 1.4
特別土地保有税  

  
税率

土地の取得 100 分の 3 100 分の 3

現行のまま新町に引き継ぐ。 

入湯税  税率 1 人 1 日 150 円 ――― 

広見町の例による。 

年齢 12 歳未満の者、共同浴場又は一般公衆浴場に入湯す

る者には課さない。 

ナンバープレート再交付に係る弁償金 無し  無し

 
標識の棄損又は亡失がその者の故意

又は過失に基づくとき 
200円  100円

 

日吉村の例による。 

 

納期前納付に対する報奨金 10 円未満切捨て  100 円未満切捨て 1円未満切捨てにより算出した額とする。 

納税奨励金制度 無し  有り 廃止の方向で検討する。 
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広見町・日吉村合併協議会 項目別調整方針 
 

協  議  項  目 地域審議会の取扱い 関 係 項 目  

事務・事業・制度名等  担 当 部 会 名 等 総務部会 

調整方針確認日 
基 本 調 整 方 針  地域審議会については、市町村の合併の特例に関する法律第５条の４第１項の規定に基づく地域審議会を新町において設置する。 

 各地区の地域審議会の設置及び運営に関し必要な事項を別紙のとおり定めるものとする。 平成  年  月  日 

留意事項   根拠法令 先進事例

地域審議会の制度は、合併によって住

民の意見が合併市町村の施策に反映され

にくくなるとの懸念があり、そのことが

合併推進の障害となっていることに対応

して、合併市町村の施策全般に関し、き

め細かに住民の意見を反映していくこと

ができるよう、創設されたものです。 

地域審議会は、 

① 合併関係市町村の協議により 

② 期間を定めて 

③ 合併関係市町村の区域であった区

域ごとに 

設置することができるとされており（法

第５条の４第１項）、その任務は、当該合

併市町村が処理する当該区域に係る事務

に関し、合併市町村の長の諮問に応じて

審議し、又は必要と認める事項につき合

併市町村の長に意見を述べることとされ

ています。 

地域審議会の組織及び運営に関し必要

な事項については、合併関係市町村の協

議により定めることとされています。（法

第５条の４第２項） 

また、地域審議会を設置した場合、合

併後に市町村建設計画を変更しようとす

るときは、あらかじめ当該地域審議会の

意見を聴かなければなりません。（法第５

条第８項） 

 

地域審議会の具体的な役割等について

は、次のようなことが考えられます。 

新市町村の関係区域に係る事務に関し

て 

長の諮問に対する審議 

・市町村建設計画の変更 

・市町村建設計画の執行状況 等 

長に対する意見 

・市町村建設計画の執行状況 

・公共施設の設置・管理運営 等 

合併特例法（昭和４０年法律第６号） 

 （地域審議会） 

第５条の４ 合併関係市町村の協議により、期間を定めて合併市町

村に、合併関係市町村の区域であった区域ごとに、当該合併市町

村が処理する当該区域に係る事務に関し合併市町村の長の諮問に

応じて審議し又は必要と認める事項につき合併市町村の長に意見

を述べる審議会（以下「地域審議会」という。）を置くことができ

る。 

２ 地域審議会を組織する構成員の定数、任期、任免その他の地域

審議会の組織及び運営に関し必要な事項については、合併関係市

町村の協議により定めるものとする。 

３ 前２項の協議については、合併関係市町村の議会の議決を経る

ものとし、その協議が成立したときは、合併関係市町村は、直ち

にその内容を告示しなければならない。 

４ 合併市町村は、第２項の協議により定められた事項を変更しよ

うとするときは、条例でこれを定めなければならない。 

 

（市町村建設計画の作成及び変更） 

第５条 市町村建設計画は、おおむね次に掲げる事項について、政

令で定めるところにより、作成するものとする。 

① 合併市町村の建設の基本方針 

② 合併市町村又は合併市町村を包括する都道府県が実施する合

併市町村の建設の根幹となるべき事業に関する事項 

③ 公共的施設の統合整備に関する事項 

④ 合併市町村の財政計画 

２ 市町村建設計画は、合併市町村の建設を総合的かつ効果的に推

進することを目的とし、合併市町村の一体性の速やかな確立及び

住民の福祉の向上等を図るとともに、合併市町村の均衡ある発展

に資するよう適切に配慮されたものでなければならない。 

３ 合併協議会は、市町村建設計画を作成し、又は変更しようとす

るときは、あらかじめ、合併関係市町村を包括する都道府県の知

事に協議しなければならない。 

４ 合併協議会は、前項の規定により市町村建設計画を作成し、又

は変更したときは、直ちに、これを公表するとともに、総務大臣

及び合併関係市町村を包括する都道府県の知事に送付しなければ

ならない。 

５ 総務大臣は、前項の規定により市町村建設計画の送付があつた

場合においては、直ちに、これを国の関係行政機関の長に送付し

なければならない。 

○中球磨５か町村合併協議会 

（あさぎり町：H15.4.1 合併） 

市町村の合併の特例に関する法律第５条の４に基づく、地域審議会を新町において

設置する。 

調整の具体的内容 

地域審議会については、新町において設置する。なお、地域審議会の組織及び運営

に関し必要な事項については、新町建設計画策定の段階で協議する。 

（設置期間） 

地域審議会の設置期間は、町村の合併の日から平成２５年３月３１日までとする。 

（所掌事務） 

１ 地域審議会は、新町の関係区域ごとに、当該区域に係る次に掲げる事項につい

て、町長の諮問に応じて審議し、答申するものとする。 

 (1) 新町建設計画の変更に関する事項 

 (2) 新町建設計画の執行状況に関する事項 

 (3) 地域振興のための基金の活用に関する事項 

 (4) 新町の基本構想の作成及び変更に関する事項 

 (5) その他町長が必要と認める事項 

２ 地域審議会は、必要と認める事項について審議し、町長に意見を述べることが

できる。 

（組織） 

１ 地域審議会の委員は、委員１５名以内で組織する。 

２ 委員は、当該区域に住所を有する者又は当該区域に存する事業所等に勤務する

者で、次の各号に掲げるもののうちから、町長が任命する。 

 (1) 区長 

 (2) 農林業団体、商工業団体に属する者 

 (3) 社会教育及び学校教育の団体に属する者 

 (4) 青年、女性、老人を構成員とする組織に属する者 

 (5) 社会福祉に関係する者 

 (6) 消防団員 

 (7) 学識経験を有する者 

（任期） 

１ 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の

任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（会長） 

１ 地域審議会に会長を置き、委員の互選によって定める。 

２ 会長は、会議を総理し、地域審議会を代表する。 

３ 会長に事故あるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。 

（会議） 
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留意事項   根拠法令 先進事例

 

 

６ 第４条第１８項又は前条第２７項の規定により合併協議会が置

かれた場合には、当該合併協議会は、その設置の日から６月以内

に、市町村建設計画の作成その他市町村の合併に関する協議の状

況を、第４条第１項又は前条第１項の代表者に通知するとともに、

これを公表しなければならない。 

７ 合併市町村は、その議会の議決を経て市町村建設計画を変更す

ることができる。 

８ 前項の場合においては、合併市町村の長は、あらかじめ、当該

合併市町村を包括する都道府県の知事に協議しなければならな

い。 

９ 第７項の規定により市町村建設計画を変更しようとする合併市

町村の長は、当該合併市町村に第５条の４第１項に規定する地域

審議会が置かれている場合においては、あらかじめ、当該地域審

議会の意見を聴かなければならない。 

１０ 第４項及び第５項の規定は、第７項の規定により合併市町村

が市町村建設計画を変更した場合について準用する。 

 

 

 

１ 地域審議会は、町長が招集する。 

２ 地域審議会は、毎年２回以上開催するものとする。また、地域審議会の委員の

４分の１以上の者から審議を求める事項を示して請求があったときは、開催する

ものとする。 

３ 地域審議会は委員の半数以上が出席しなければ、これを開くことができない。 

４ 地域審議会の議長は、会長をもって充てる。 

５ 会長は、審議上必要があると認めるときは、委員以外の者を地域審議会に出席

させ、意見を述べることができる。 

（庶務） 

地域審議会の庶務は、総務を担当する課において処理する。 

（雑則) 

地域審議会の議事その他会議の運営に関し必要な事項は、会長が地域審議会に諮

り、これを定める。 

 

 

○南宇和合併協議会（H16.10.1 合併予定） 

地域審議会については、市町村の合併の特例に関する法律第５条の４第１項の規定

に基づく、地域審議会を新町において設置する。 

各地区の地域審議会の設置及び運営に関し必要な事項を別紙のとおり定めるものと

する。 
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広見町・日吉村合併協議会 項目別調整方針 
協  議  項  目 特別職の職員の身分の取扱い 関 係 項 目  

事務・事業・制度名等    担当部会名等 総務部会 

調整方針確認日 

基 本 調 整 方 針 

特別職の職員（町議会議員、農業委員会委員及び消防団員は除く。）については、その設置、人数、任期、報酬について、法令等の定める

ところに従い、次のとおり調整する。 

１ 町長、助役、収入役及び教育長の任期等については、法令の定めるところによる。報酬の額は、広見町の報酬額及び同規模の自治体の例

をもとに調整する。 

２ 教育委員会の委員、監査委員、選挙管理委員会の委員及び固定資産評価審査委員会の委員の数、任期については、法令の定めるところに

よる。報酬の額は、現行報酬額及び同規模の自治体の例をもとに調整する。 

３ 審議会・委員会等の附属機関については、２町村に設置されていて、新町において引き続き設置する必要のあるものは、原則として統合

する。１町村のみに設置されているものは、合併後速やかに調整する。委員数、任期、報酬額等は現行の制度をもとに調整する。 

４ その他の特別職については、新町において引き続き設置する必要のあるものは、現行の任期、報酬額等をもとに調整し、合併時に新たに

設置する。 

５ 新町の長の職務執行者については、合併までに２町村の長が別に協議して定めるものとする。 

平成  年  月  日 

留意事項  根拠法令 先進事例 

新設合併の場合は、すべての

合併関係市町村の法人格が消滅

するため、町村長、助役、収入

役、教育長、各種審議会委員等

の特別職の職員は、法律で特例

が認められているもの以外は全

員その身分を失い、新町におい

て新たに選任（選挙）されるこ

ととなります。 

 

このため、新町の町長が選挙

されるまでの間（合併の日から

５０日以内）、合併市町村の長

の職務執行者が職務を執行しま

す。 

合併市町村の長の職務執行者

の選任は、合併関係市町村の長

が、合併の期日までに協議して

定めることとなっています。 

町村長以外の特別職について

は、法律で設置を義務付けられ

ている委員会及び委員として

は、教育委員会、選挙管理委員

会、公平委員会、監査委員、農

業委員会、固定資産評価審査委

員会があります。 

 

次の委員については、町長の

就任を待たず合併時に、特別選

任手続を要すると定められてい 

地方公務員法 

 （一般職に属する地方公務員及び特別職に属する地方公務員） 

第３条 地方公務員の職は、一般職と特別職とに分ける。 

２ 一般職は、特別職に属する職以外の一切の職とする。 

３ 特別職は、左に掲げる職とする。 

(1) 就任について公選又は地方公共団体の議会の選挙、議決若しくは同意によることを必要とする職 

(1)の２ 地方開発事業団の理事長、理事及び監事の職 

(1)の３ 地方公営企業の管理者及び企業団の企業長の職 

(2) 法令又は条例、地方公共団体の規則若しくは地方公共団体の機関の定める規程により設けられた委員及び委

員会（審議会その他これに準ずるものを含む。）の構成員の職で臨時又は非常勤のもの 

(3) 臨時又は非常勤の顧問、参与、調査員、嘱託員及びこれらの者に準ずる者の職 

(4) 地方公共団体の長、議会の議長その他地方公共団体の機関の長の秘書の職で条例で指定するもの 

(5) 非常勤の消防団員及び水防団員の職 

     

（人事委員会又は公平委員会の設置） 

第７条 道府県及び地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１９第１項の指定都市は、条例で人事委

員会を置くものとする。 

２ 前項の指定都市以外の市で人口（官報で公示された最近の国勢調査又はこれに準ずる人口調査の結果による人

口をいう。以下同じ。）１５万以上のもの及び特別区は、条例で人事委員会又は公平委員会を置くものとする。 

３ 人口１５万未満の市、町、村及び地方公共団体の組合は、条例で公平委員会を置くものとする。 

４ 公平委員会を置く地方公共団体は、議会の議決を経て定める規約により、公平委員会を置く他の地方公共団体

と共同して公平委員会を置き、又は他の地方公共団体の人事委員会に委託して第８条第２項に規定する公平委員

会の事務を処理させることができる。 

地方自治法 

（委員会・委員の設置） 

第１３８条の４ 普通地方公共団体にその執行機関として普通地方公共団体の長の外、法律の定めるところにより、

委員会又は委員を置く。 

２ （略） 

３ 普通地方公共団体は、法律又は条例の定めるところにより、執行機関の附属機関として自治紛争処理委員、審

査会、審議会、調査会その他の調停、審査、諮問又は調査のための機関を置くことができる。（以下略） 

○さぬき市（Ｈ14.4.1 合併） 

１ 特別職及び行政委員会委員等の身分の取扱

いについては、法に特例の規定のある場合は、

その規定を適用する。 

なお、規定のない場合は、５町の長が協議し

て定める。 

２ 新市の職務執行者については、５町の長が別

に協議して定めるものとする。 

    

○中球磨５か町村合併協議会(H15.4.1合併予定)

特別職の職員については、その設置・人数・任

期について、法令等の定めるところに従い調整す

る。法令等の定めがない場合は新町において新た

に設置する。 

報酬等については、５町村の長が関係機関と協

議して合併までに調整する。 

調整の具体的内容 

１ 常勤の特別職 

町長のほか常勤の特別職として、助役、収

入役、教育長を置く。合併直前の額をもとに

合併時に調整する。 

２ 議会議員 

報酬は、合併直前の額をもとに合併時に調

整する。 

３ 行政委員会 

行政委員会（公平委員会含む）の委員数・

任期は、各法令の定めるところによる。報酬

は、合併直前の額をもとに合併時に調整する。

４ 審議会・委員会等の附属機関 

附属機関は、新町において引き続き設置する
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留意事項  根拠法令 先進事例 

ます。 

・教育委員会の最初の委員 

合併関係市町村の長の職務執

行者が、合併関係市町村の教育

委員会の委員であった者の中か

ら、臨時に選任するものとされ

ています。 

この場合、選任の対象となる

者の数が、教育委員会の委員の

定数を満たさないときは、その

不足する数の委員は､合併市町

村の長の被選挙権を有する者の

中から選任します。 

臨時に選任された委員の任期

は、合併市町村の長の選挙後最

初に招集される議会の会期の末

日までとされています。 

 

・議会において選出されるまで

の間の選挙管理委員 

合併市町村の選挙管理委員

は、議会において選挙されるま

での間、合併関係市町村の選挙

管理委員たる者又は選挙管理委

員であった者の互選により定め

た者をもって充てるとされてい

ます。 

この場合、選挙管理委員たる

者又は選挙管理委員であった者

が定数に満たないとき、あるい

は選挙管理委員たる者又は選挙

管理委員であった者がないとき

は、不足する数の委員は、選挙

管理委員の補充員であった者の

中から合併市町村の長の職務執

行者が選任します。 

 

・農業委員会の委員 

（選挙による委員が合併特例法

の在任特例を適用した場合の、

選任による委員の取扱い） 

農業委員会の委員について

は、農業委員会等に関する法律

第３４条で特例措置が定められ

ています。 

 

（知事及び市町村長） 

第１３９条 都道府県に知事を置く。 

２ 市町村に市町村長を置く。 

（任期） 

第１４０条 普通地方公共団体の長の任期は、４年とする。 

２ （略） 

（副知事及び助役の設置） 

第１６１条 １（略） 

２ 市町村に助役１人を置く。但し、条例でこれを置かないことができる。 

３ 副知事及び助役の定数は、条例でこれを増加することができる。 

（副知事及び助役の選任） 

第１６２条 副知事及び助役は、普通地方公共団体の長が議会の同意を得てこれを選任する。 

（副知事及び助役の任期） 

第１６３条 副知事及び助役の任期は、４年とする。（以下略） 

（出納長・副出納長及び収入役・副収入役） 

第１６８条 １（略） 

２ 市町村に収入役１人を置く。但し、町村は、条例で収入役を置かず町村長又は助役をしてその事務を兼掌させ

ることができる。 

３～６ （略） 

７ （略）第１６２条、第１６３条本文（略）の規定は、出納長及び収入役にこれを準用する。 

８～９ （略） 

（委員会及び委員の設置） 

第１８０条の５ 執行機関として法律の定めるところにより普通地方公共団体に置かなければならない委員会及び

委員は、左の通りである。 

(1) 教育委員会 

(2) 選挙管理委員会 

(3) 人事委員会又は人事委員会を置かない普通地方公共団体にあっては公平委員会 

(4) 監査委員 

２ （略） 

３ 第１項に掲げるものの外、執行機関として法律の定めるところにより市町村に置かなければならない委員会は、

左の通りである。 

(1) 農業委員会 

(2) 固定資産評価審査委員会 

４ （略） 

５ 普通地方公共団体の委員会の委員又は委員は、法律に特別の定があるものを除く外、非常勤とする。 

６ 普通地方公共団体の委員会の委員又は委員は、当該普通地方公共団体に対しその職務に関し請負をする者及び

その支配人又は主として同一の行為をする法人（当該普通地方公共団体が出資している法人で政令で定めるもの

を除く。）の無限責任社員、取締役若しくは監査役若しくはこれらに準ずべき者、支配人及び清算人たることが

できない。 

７～８ （略） 

（設置及び組織） 

第１８１条 普通地方公共団体に選挙管理委員会を置く。 

２ 選挙管理委員会は、４人の選挙管理委員を以てこれを組織する。 

（委員及び補充員の選挙） 

第１８２条 選挙管理委員は、選挙権を有する者で、人格が高潔で、政治及び選挙に関し公正な識見を有するもの

のうちから、普通地方公共団体の議会においてこれを選挙する。 

必要のあるものは、新町において新たに設置

する。人数、任期、報酬額は、合併直前の制

度をもとに合併時に調整する。 

５ その他の特別職 

その他の特別職は、新町において引き続き

設置する必要のあるものは、新町において新

たに設置する。人数、任期、報酬額は、合併

直前の制度をもとに合併時に調整する。 

※特に区長の報酬については、区の再編を考慮

したうえで、均等割、戸数割を採用した算出

方式とする。 

 

○引田町・白鳥町・大内町合併協議会 

（東かがわ市：Ｈ15.4.1 合併予定） 

特別職の職員（消防団員は除く。）については、

その設置、人数、任期、報酬について、法令等の

定めるところに従い、次のとおり調整する。 

１ 市長、助役、収入役及び教育長の任期等につ

いては、法令の定めるところによる。 

報酬の額は、現行報酬額及び同規模の自治体

の例をもとに調整する。 

２ 市議会議員及び農業委員会の委員の報酬額

については、現行報酬額及び同規模の自治体の

例をもとに調整する。 

３ 教育委員会の委員、監査委員、選挙管理委員

会の委員及び固定資産評価委員会の委員の数、

任期については、法令の定めるところによる。

報酬の額は、現行報酬額及び同規模の自治体

の例をもとに調整する。 

４ その他の条例で定める特別職の職員につい

ては、３町すべてに設置されていて、新市にお

いて引き続き設置する必要のあるものは、原則

として統合する。 

１町又は２町にのみ設置されているものは、

新市において速やかに調整する。 

委員数、任期、報酬額等は現行の制度をもと

に調整する。 

 

○東宇和・三瓶町合併協議会 

特別職の職員（市議会議員、農業委員会委員及

び消防団員は除く。）については、その設置、人

数、任期、報酬について、法令等の定めるところ

に従い、次のとおり調整する。 

１ 市長、助役、収入役及び教育長の任期等につ

いては、法令の定めるところによる。報酬の額

は、宇和町の報酬額及び同規模の自治体の例を
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留意事項  根拠法令 先進事例 

また、合併特例法第８条には、

農業委員会等に関する法律第３

４条の特例を適用しない場合

の、選挙による委員の任期等に

ついての特例が設けられていま

すが、この特例を適用する場合、

選任による委員については特例

が設けられていないので、合併

市町村の長の職務執行者は、合

併後速やかに農業委員会等に関

する法律第１２条の規定により

選任しなければなりません。 

 

・固定資産評価審査委員会の委

員 

合併市町村の長が選挙される

までの間は、合併市町村の長の

職務執行者は、合併関係市町村

の固定資産評価審査委員会の委

員であった者の中から選任した

ものをもって、合併市町村の固

定資産評価審査委員会の委員に

充てることができます。 

また、合併市町村の設置後最

初に招集される議会の同意を得

て固定資産評価審査委員会の委

員が選任されるまでの間は、合

併市町村の長は、合併関係市町

村の固定資産評価審査委員会の

委員であった者の中から選任し

た者をもって、合併市町村の固

定資産評価審査委員会の委員に

充てることができます。 

 

 監査委員については、特別選

任の手続はなく、合併市町村の

長の就任を待って選任すること

が適当とされています。（昭和

42 年 1 月 10 日行政実例） 

 

 公平委員会の委員について

は、公平委員会の事務を愛媛県

に委託しているため、新町にお

いて新たに委託することとなり

ます。 

２～６ （略） 

７ 委員は、地方公共団体の議会の議員及び長と兼ねることができない。 

８ （略） 

（任期） 

第１８３条 選挙管理委員の任期は、４年とする。（以下略） 

（設置及び定数） 

第１９５条 普通地方公共団体に監査委員を置く。 

２ 監査委員の定数は、都道府県及び政令で定める市にあつては４人とし、その他の市にあつては条例の定めると

ころにより３人又は２人とし、町村にあつては２人とする。 

（選任及び兼職禁止） 

第１９６条 監査委員は、普通地方公共団体の長が、議会の同意を得て、人格が高潔で、普通地方公共団体の財務

管理、事業の経営管理その他行政運営に関し優れた識見を有する者（以下本款において「識見を有する者」とい

う。）及び議員のうちから、これを選任する。この場合において、議員のうちから選任する監査委員の数は、監

査委員の定数が４人のときは２人又は１人、３人以内のときは１人とするものとする。 

２ 識見を有する者のうちから選任される監査委員の数が、３人である普通地方公共団体にあつては少なくともそ

の２人以上は、２人である普通地方公共団体にあつては少なくともその１人以上は、当該普通地方公共団体の職

員で政令で定めるものでなかつた者でなければならない。 

３ 監査委員は、地方公共団体の常勤の職員及び再任用短時間勤務職員と兼ねることができない。 

４～５ （略） 

（任期） 

第１９７条 監査委員の任期は、識見を有する者のうちから選任される者にあつては４年とし、議員のうちから選

任される者にあつては議員の任期による。ただし、後任者が選任されるまでの間は、その職務を行うことを妨げ

ない。 

 

（職務・組織・設置） 

第２０２条の３ 普通地方公共団体の執行機関の附属機関は、法律若しくはこれに基く政令又は条例の定めるとこ

ろにより、その担任する事項について調停、審査、審議又は調査等を行う機関とする。 

２ 附属機関を組織する委員その他の構成員は、非常勤とする。 

３ （略） 

（長の職務を暫定的に行う者） 

第１条の２ 普通地方公共団体の設置があつた場合においては、従来当該普通地方公共団体の地域の属していた関

係地方公共団体の長たる者又は長であつた者（地方自治法第１５２条又は第２５２条の１７の８第１項の規定に

よりその職務を代理し若しくは行う者又はこれらの者であつた者を含む。）のうちからその協議により定めた者

が、当該普通地方公共団体の長が選挙されるまでの間、その職務を行う。 

２ 前項の場合において協議が調わないときは、都道府県の設置にあつては総務大臣、市町村の設置にあつては都

道府県知事は、同項に掲げる者のうちから当該普通地方公共団体の長の職務を行うべき者を定めなければならな

い。 

３ （略） 

（暫定的選挙管理委員） 

第４条 普通地方公共団体の設置があつた場合においては、当該普通地方公共団体の選挙管理委員は、議会におい

て選挙されるまでの間、従来その地域の属していた地方公共団体の選挙管理委員たる者又は選挙管理委員であつ

た者の互選により定めた者をもつてこれに充てるものとする。（以下略） 

 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律 

（組織） 

第３条 教育委員会は、５人の委員をもつて組織する。（以下略） 

もとに調整する。 

２ 教育委員会の委員、監査委員、選挙管理委員

会の委員及び固定資産評価審査委員会の委員

の数、任期については、法令の定めるところに

よる。報酬の額は、現行報酬額及び同規模の自

治体の例をもとに調整する。 

３ 審議会・委員会等の附属機関については、５

町すべてに設置されていて、新市において引き

続き設置する必要のあるものは、原則として統

合する。 

１町ないし４町に設置されているものは、合

併後速やかに調整する。委員数、任期、報酬額

等は現行の制度をもとに調整する。 

４ その他の特別職については、新市において引

き続き設置する必要のあるものは、現行の任

期、報酬額等をもとに調整し、合併時に新たに

設置する。 

５ 新市の職務執行者については、合併までに５

町の長が別に協議して定めるものとする。 

 

○南宇和合併協議会（Ｈ16.10.1 合併予定） 

特別職（議会議員、農業委員会委員及び消防団

員を除く。）については、その設置、人員、任期

について、法令等の定めるところに従い調整す

る。 

法令等の定めがない場合は、新町において新た

に設置する。 

報酬等については、５町村の長が別に協議し

て合併時までに調整する。 
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留意事項  根拠法令 先進事例 

 （任命） 

第４条 委員は、当該地方公共団体の長の被選挙権を有する者で、人格が高潔で、教育、学術及び文化（以下単に

「教育」という。）に関し識見を有するもののうちから、地方公共団体の長が、議会の同意を得て、任命する。 

（以下略） 

（任期） 

第５条 委員の任期は、４年とする。（以下略） 

（兼職禁止） 

第６条 委員は、地方公共団体の議会の議員若しくは長、地方公共団体に執行機関として置かれる委員会の委員若

しくは委員又は地方公共団体の常勤の職員若しくは地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２８条の５第

１項に規定する短時間勤務の職を占める職員と兼ねることができない。 

（教育長） 

第１６条 教育委員会に、教育長を置く。 

２ 教育長は、第６条の規定にかかわらず、当該教育委員会の委員（委員長を除く。）である者のうちから、教育

委員会が任命する。 

３ 教育長は、委員としての任期中在任するものとする。（以下略） 

 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律施行令 

 

（最初の委員の選任等） 

第１８条 市町村の設置があつた場合においては、法第４条の規定にかかわらず、地方自治法施行令第１条の２の

規定による市町村の長の職務を行う者（以下「市町村長職務執行者」という。）が、従来その地域の属していた

市町村の教育委員会の委員であつた者で当該新たに設置された市町村の設置に伴い委員の職を失うこととなつた

もののうちから、当該市町村の教育委員会の委員を臨時に選任するものとし、当該市町村において選任すること

ができる者の数が当該市町村の教育委員会の委員の定数に満たないときは、その不足する数の委員を当該市町村

の長の被選挙権を有する者のうちから選任するものとする。 

２ 前項の規定により選任された委員は、法第５条の規定にかかわらず、当該市町村の設置後最初に行なわれる市

町村の長の選挙後最初に招集される議会の会期の末日まで在任するものとする。 

３ 新たに設置された市町村において、第一項の規定により教育委員会の委員が選任された後最初に招集すべき教

育委員会の会議は、法第１３条第１項の規定にかかわらず、市町村長職務執行者が招集する。 

（最初の教育長の互選） 

第１９条 市町村の設置があつた場合においては、法第１６条第２項の規定にかかわらず、最初に法第４条の規定

により教育委員会の委員が任命されるまでの間、前条第１項の規定により選任された委員の互選により当該委員

（法第１２条第１項の規定により委員長に選任された委員を除く。）のうちから定めた者を教育長とするものと

する。 

（最初に任命される委員の任期） 

第２０条 市町村の設置後最初に法第４条の規定により任命される教育委員会の委員の任期は、法第５条の規定に

かかわらず、その定数が５人の場合にあつては、２人は４年、１人は３年、１人は２年、１人は１年とし、その

定数が３人の場合にあつては、１人は４年、１人は３年、１人は２年とする。この場合において、各委員の任期

は、当該市町村の長が定める。 

（最初の教育委員会の招集） 

（事務引継） 

第２２条 市町村の設置があつた場合においては、従前当該市町村の地域が属していた関係市町村の教育委員会（関

係市町村の教育委員会がなくなつた場合にあつては、その委員長であつた者。以下次項において同じ。）は、当

該教育委員会の管理し、及び執行していた事務で当該新たに設置された市町村に係るものを、２０日以内に当 

 

第２１条 新たに設置された市町村において、最初に法第４条の規定により教育委員会の委員が任命された後最初

に招集すべき教育委員会の会議は、法第１３条第１項の規定にかかわらず、当該市町村の長が招集する。 
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留意事項  根拠法令 先進事例 

該市町村の教育委員会に引き継がなければならない。

２ 前項の規定による事務の引継の場合においては、当該関係市町村の教育委員会は、書類、帳簿及び財産目録を

作成し、処分未了若しくは未着手の事項又は将来企画すべき事項については、その処理の順序及び方法並びにこ

れらの事項に対する意見を記載しなければならない。 

３ 前２項に定めるもののほか、市町村の設置があつた場合における教育委員会の事務の引継に関し必要な事項は、

都道府県委員会が定める。 

 

地方税法 

（固定資産評価審査委員会の設置、選任等） 

第４２３条 固定資産課税台帳に登録された価格に関する不服を審査決定するために、市町村に、固定資産評価審

査委員会を設置する。 

２ 固定資産評価審査委員会の委員の定数は３人以上とし、当該市町村の条例で定める。 

３ 固定資産評価審査委員会の委員は、当該市町村の住民、市町村税の納税義務がある者又は固定資産の評価につ

いて学識経験を有する者のうちから、当該市町村の議会の同意を得て、市町村長が選任する。 

４ 市町村長は、固定資産評価審査委員会の委員が欠けた場合においては、遅滞なく、当該委員の補欠の委員を選

任しなければならない。この場合において当該市町村の議会が閉会中であるときは、市町村長は、前項の規定に

かかわらず、議会の同意を得ないで補欠委員を選任することができる。 

５ 市町村長は、補欠の委員を選任した場合においては、選任後最初の議会においてその選任について事後の承認

を得なければならない。この場合において事後の承認を得ることができないときは、市町村長は、その委員を罷

免しなければならない。 

６ 固定資産評価審査委員会の委員の任期は、３年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

７ 固定資産評価審査委員会の委員は、当該市町村の条例の定めるところによつて、委員会の会議への出席日数に

応じ、手当を受けることができる。 

８ 市町村の設置があつた場合においては、当該市町村の長が選挙されるまでの間当該市町村の長の職務を行う者

は、当該市町村の長が選挙されるまでの間は、従来当該市町村の地域の属していた関係市町村の固定資産評価審

査委員会の委員であつた者のうちから選任したものをもつて当該市町村の固定資産評価審査委員会の委員に充て

ることができる。 

９ 市町村の設置があつた場合においては、当該市町村の設置後最初に招集される議会の同意を得て固定資産評価

審査委員会の委員が選任されるまでの間は、当該市町村の長は、従来当該市町村の地域の属していた関係市町村

の固定資産評価審査委員会の委員であつた者のうちから選任したものをもつて当該市町村の固定資産評価審査委

員会の委員に充てることができる。 

（固定資産評価審査委員会の委員の兼職禁止等） 

第４２５条 固定資産評価審査委員会の委員は、左の各号に掲げる職を兼ねることができない。 

(1) 国会議員及び地方団体の議会の議員 

(2) 地方団体の長 

(3) 農業委員会の農地部会の委員（農地部会を置かない農業委員会にあつては委員） 

(4) 固定資産評価員 

２ 固定資産評価審査委員会の委員は、当該市町村に対して請負をし、又は当該市町村において経費を負担する事

業について当該市町村の長若しくは当該市町村の長の委任を受けた者に対して請負をする者及びその支配人又は

主として同一の行為をする法人の無限責任社員、取締役若しくは監査役又はこれらに準ずべき者、支配人及び清

算人であることができない。 
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現      況（平成１５年３月末現在） 

広見町 日吉村具 体 項 目 

職名等     定数 任期 報酬(円) 定数 任期 報酬(円)

調 整 案 

町長    1 4 年 
761,000 

(754,000) 
1 4 年

715,000 

(643,000) 

助役    1 4 年 
609,000 

(603,000) 
1 4 年

562,000 

(505,000) 

収入役  1 4 年 
562,000 

(557,000) 

助役

兼務
4年 

529,000 

(476,000) 

常勤の特別職 

教育長    1 4 年 
542,000 

(537,000) 
1 4 年

512,000 

(460,000) 

町長、助役、収入役及び教育長の任期等につ

いては、法令の定めるところによる。報酬の額

は、広見町の報酬額及び同規模の自治体の例を

もとに調整する。 

 

※カッコ内は、改正後の額（平成 15 年 4 月 1 日

から施行） 

委員長 1 1 年 年 259,700 1 1 年 年 215,400 
教育委員会(5 人) 

委員 4 4 年 年 218,400 4 4 年 年 176,200 

議会選出委員 1 議員任期 年 213,000 1 議員任期 年 140,000 
監査委員(2 人) 

識見委員 1 4 年 年 280,000 1 4 年 年 200,000 

委員長 1 4 年 日  7,200 1 4 年 年  43,500 選挙管理委員会(4

人) 委員 3 4 年 日  6,600 3 4 年 年  39,500 

固定資産評価審査委員会委員(3 人

以上) 
3 3 年 日  6,000 3 3 年 日  6,300 

法令等の定める委

員会の委員 

公平委員会の委員   愛媛県と委託契約 愛媛県と委託契約

教育委員会の委員、監査委員、選挙管理委員

会の委員及び固定資産評価審査委員会の委員の

数、任期については、法令の定めるところによ

る。 

報酬の額は、現行報酬額及び同規模の自治体

の例をもとに調整する。 

総合開発計画審議会委員 15 2 年 日  6,000    

中小企業融資審査委員会委員 10 2 年 日  6,000    

公営住宅入居者選考委員会委員 11 1 年 日  6,000 6  日  6,300 

消防委員会委員 9 2 年 日  6,000    

会長 1  年  18,300 1  日  6,800 国民健康保険運営

審議（協議）会 委員 14  年  16,800 11  日  6,300 

会長       2 2 年 年  18,300
診療所運営委員会 

委員       9 2 年 年  16,800

文化財保護委員 5 2 年 年  15,100 5 2 年 日  6,300 

体育指導委員 委員 11 2 年 年  32,600 5 2 年 年  28,000 

館長 5 2 年 年 375,700 1 2 年 年 212,300 

分館長       6 2 年 年  73,200

分館主事       6 2 年 年  92,400
公民館 

女性指導員       6 2 年 年  53,000

委員長 6 2 年 年  20,200   年  12,600 
公民館運営審議会 

委員 59 2 年 年  15,100 7 2 年 年  12,600 

選挙長   日  10,700   日  10,700 

投票管理者   日  12,700   日  12,700 

開票管理者   日  10,700   日  10,700 

投票立会人   日  10,800   日  10,800 

開票立会人   日  8,900   日  8,900 

選挙立会人   日  8,900   日  8,900 

交通安全指導員 13 2 年 年  29,500  1 年 年  34,000 

都市計画審議会委員 10 2 年 日  6,000    

鬼北地区介護認定審査会委員       5 日  10,000

その他の条例で定

める特別職の職員 

区長        年 184,700

 審議会・委員会等の附属機関については、２

町村に設置されていて、新町において引き続き

設置する必要のあるものは、原則として統合す

る。 

どちらかの町村に設置されているものは、合

併後速やかに調整する。委員数、任期、報酬額

等は現行の制度をもとに調整する。 

その他の特別職については、新町において引

き続き設置する必要のあるものは、現行の任期、

報酬額等をもとに調整し、合併時に新たに設置

する。 
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現      況（平成１５年３月末現在） 

広見町 日吉村
調 整 案 

具 体 項 目 

職名等    定数 任期 報酬(円) 定数 任期 報酬(円)

 

父野川副区長       年  73,200
副区長 

その他副区長       年  45,900

組長        年 103,000

水道運営委員      日  6,300 

特別職報酬等審議会委員  5  日  6,000 5  日  6,300 

行政改革推進審議会委員 10 － 日  6,000 8  日  6,300 

情報公開審査会委員 5 3 年 日  6,000 5 3 年 日  6,300 

保健対策推進協議会委員      日  6,300 

非常勤職員公務災害補償等認定委

員会委員 
   5 3 年 日  6,300 

非常勤職員公務災害補償審査委員

会委員 
     日  6,300 

在宅介護支援センター運営協議会

委員 
     日  6,300 

日吉村共同調理場運営委員会委員      日  6,300 

介護保険運営協議会委員長 1 2 年 日  6,000 1 2 年 日  6,800 

介護保険運営協議会委員 8 2 年 日  6,000 8 2 年 日  6,300 

国際交流員 1  月 315,789 1  月 315,789 

嘱託医（予防接種）        日 19,000

嘱託医（予防接種） 診療所医師      日  10,500 

学校医 

    施設割 30,000＋人数
割 
児童生徒 1人当たり

300 円 

年  44,500 
児童生徒1人当たり360

円 

学校歯科医 

    施設割 
30,000＋人数割 
児童生徒 1人当たり

300 円 

年 44,500 
児童生徒1人当たり250

円 

学校薬剤師      年  42,400 

嘱託医（保育園） 小児科 

    施設割 30,000＋人数
割 
１人当たり 
300 円 

年  69,200 

嘱託医（保育園） 歯科 

    施設割 30,000＋人数
割 
１人当たり 
200 円 

年  60,600 

住宅新築資金等審査委員会委員      日  6,300 

その他の条例で定

める特別職の職員 

その他の地方自治法第138条の 4第

3項による委員 
  日  6,000    
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広見町・日吉村合併協議会 項目別調整方針 
 

協  議  項  目 条例、規則等の取扱い 関 係 項 目  

事務・事業・制度名等  担 当 部 会 名 等 合併協議会事務局 

調整方針確認日 

基 本 調 整 方 針 

広見町及び日吉村の合併については、新設合併であり、関係町村の条例、規則等は合併と同時に消滅するため、新町において新たに条例、

規則等を制定する。 

条例、規則等の制定については、次の方法による。 

１ ２町村で施行されているものについては、いずれかを基本に内容調整を行う。 

２ １町村のみで施行されているもの及び公の施設については、原則として現行のとおりとする。 

３ 合併協議会で確認された事項については、それぞれの調整方針に従って内容調整を行う。 

４ 制定については、新町の事務事業に支障をきたさないよう、次の区分による。 

 ① 合併時に町長職務執行者の専決処分により即時制定し施行させるもの。 

 ② 町長職務執行者の専決処分になじまないもので、新町議会で逐次可決し、制定、施行させるもの。 

 ③ ２町村で施行されていた条例、規則等で、目的、内容により一定地域を対象に引き続き暫定的に施行するもの。 

平成  年  月  日 

留意事項   根拠法令 先進事例

新設合併の場合は、合併関係市町村は

消滅するため、その条例、規則等は、失

効します。 

このため、新町において必要な条例、

規則等は原則として、新町において新た

に制定し施行する必要があります。 

 

【制定施行の区分】 

① 合併期日からすぐに施行しなけれ

ばならないもの 

② 合併後、逐次制定し施行させるも

の 

③ 合併時に廃止するもの 

 

【暫定施行】 

合併市町村の長の職務執行者は、必要

な事項について合併市町村の条例、規則

等が制定されるまでの間、従来その地域

に施行されていた条例、規則等を合併市

町村の条例、規則等として当該地域にお

いて引き続き施行することができます

（地方自治法施行令第３条） 

旧町村の特定の条例又は規則を暫定施

行する場合は、 

① 旧町村それぞれの区域に適用する

場合と 

② 新町全域に適用する場合がありま

す。 

 

地方自治法 

（規則） 

第１５条 普通地方公共団体の長は、法令に違反しない限りにおいて、その権限に属する事務

に関し、規則を制定することができる。 

（専決処分） 

第１７９条 普通地方公共団体の議会が成立しないとき、第１１３条但書の場合においてなお

会議を開くことができないとき、普通地方公共団体の長において議会を招集する暇がないと

認めるとき、又は議会において議決すべき事件を議決しないときは、当該普通地方公共団体

の長は、その議決すべき事件を処分することができる。 

② 議会の決定すべき事件に関しては、前項の例による。 

③ 前２項の規定による処置については、普通地方公共団体の長は、次の会議においてこれを

議会に報告し、その承認を求めなければならない。 

 

地方自治法施行令 

（長の職務を暫定的に行う者） 

第１条の２ 普通地方公共団体の設置があつた場合においては、従来当該普通地方公共団体の

地域の属していた関係地方公共団体の長たる者又は長であつた者（地方自治法第１５２条又

は第２５２条の１７の８第１項の規定によりその職務を代理し若しくは行う者又はこれらの

者であつた者を含む。）のうちからその協議により定めた者が、当該普通地方公共団体の長

が選挙されるまでの間、その職務を行う。 

② 前項の場合において協議が調わないときは、都道府県の設置にあつては総務大臣、市町村

の設置にあつては都道府県知事は、同項に掲げる者のうちから当該普通地方公共団体の長の

職務を行うべき者を定めなければならない。 

③ 第１項の場合において関係地方公共団体が一であるときは、関係地方公共団体の長たる者

又は長であつた者が当該普通地方公共団体の長の職務を行う。 

 

（条例・規則の暫定的施行） 

第３条 普通地方公共団体の設置があつた場合においては、第１条の２の規定により当該普通

地方公共団体の長の職務を行う者は、必要な事項につき条例又は規則が制定施行されるまで

の間、従来その地域に施行された条例又は規則を当該普通地方公共団体の条例又は規則とし

て当該地域に引き続き施行することができる。 

○さぬき市(H14.4.1 合併) 

(1) ５町同一の条例、規則等は、原則として現行のとおりと

する。 

(2) 類似、相違しているもの及び１町又は数町に制定されて

いるものについては、調整統一し、事務事業に支障の無い

よう適切な措置を講ずるものとする。 

(3) 合併協議会で確認された事項については、それぞれの調

整方針に従って整理する。 

  

      

○中球磨５か町村合併協議会 

（あさぎり町：H15.4.1 合併予定） 

条例、規則等の取扱いについては、合併協議会で協議され

た各種事務事業等の調整・確認内容に基づき、「中球磨５か

町村合併に関する条例・規則等の整備方針」に基づき調整す

るものとする。 

中球磨５か町村合併に関する条例・規則等の整備方針 

中球磨５か町村による新設合併が行われる場合、合併関係

町村（上村・免田町・岡原村・須恵村・深田村）は、合併に

よって消滅するため、従来の５か町村の条例、規則も失効す

ることになる。 

そのため、新町において新たな条例・規則等を制定し、施

行する必要がある。 

したがって、新町の設置に伴う条例・規則等の制定にあた

っては、合併協議会で協議された各種事務事業等の調査・確

認内容に基づき､以下の区分により整備するものとする。 

施行の方法による区分 

１ 合併と同時に新町職務執行者の専決処分により、即時制

定し、施行する必要があるもの 

 理由：中球磨５か町村の場合、新設合併であるため、新町

の発足とともに合併関係５か町村の条例・規則等 
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留意事項   根拠法令 先進事例

【専決処分】 

必要に応じて、合併市町村の長の職務

執行者は、専決処分により新しい条例を

制定施行することができます。 

 

したがって、合併後に、どの条例、規

則等を暫定適用するのか、また、どの条

例、規則等を新たに制定施行するのか、

協議しておく必要があります。 

 は、すべて効力を失うこととなるため、新町におい

て新たに条例・規則等を制定し、施行させる。 

 ・制定手続きによる分類 

  (1) 条例・・・制定権者（町長職務執行者）の専決処分

により制定し施行する。（地方自治法第１７９条第

１項） 

  (2) 規則、要項、その他・・・制定権者（町長職務執行

者）の職権により制定し施行する。（地方自治法第

１５条第１項） 

２ 合併後、逐次制定し、施行させることとするもの 

  (1) 町長職務執行者の専決処分による制定になじまな

いもの（議案提出権が長にない条例、各行政委員会

の規則等） 

  (2) 一定の地域に暫定的に施行させる必要があるもの 

    ・新町の条例・規則等が制定されるまでの間の暫定

措置として、従来その地域に施行されていた条例・

規則等を新町の条例・規則として引き続き施行させ

る必要がある場合（地方自治法施行令第３条） 

 

○東宇和・三瓶町合併協議会 

 条例、規則の取り扱いについては、「東宇和・三瓶町合併

に関する条例・規則等の整備方針」に基づき調整・整備する

ものとする。 

 

○南宇和合併協議会（H16.10.1 合併予定） 

５町村が制定している条例・規則については、次のとおり

調整するものとする。 

(1) ５町村が同一又は１団体のみで制定しているものにつ

いては、原則として現行のとおりとする。 

(2) 類似、相違または数団体に制定されているものについて

は、いずれかを基本に調整統一し、事務事業に支障のな

いよう適切な措置を講ずるものとする。 

(3) 合併協議会で確認された事項については、それぞれの調

整方針に従って整理する。 

(4) 条例、規則の制定にあたっては、新町における事務事業

に支障をきたさぬよう次の区分により整理するものとす

る。 

 ①合併時に町長職務執行者の専決処分により、即時制定し

執行させるもの。 

 ②従来旧町村で施行されていた条例等を、引き続き暫定施

行させるもの。 

 ③合併後、逐次制定し施行させるもの。 

 ④失効するもの。 
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広見町・日吉村合併協議会 項目別調整方針 
 

協  議  項  目 組織及び機構 関 係 項 目  

事務・事業・制度名等  担 当 部 会 名 等 総務部会 

調整方針確認日 

基 本 調 整 方 針 

１ 新町の組織及び機構は、現在の広見町及び日吉村の庁舎を有効活用したものとする。 

(1)日吉村の事務所の位置には、現在の村の区域を所管し、現行組織から管理機能を除いた組織を、支所として合併時に設置する。 

(2) 現在の連絡所その他の出先機関等は、合併後も現行のまま存続する。 

２ 新町の組織及び機構については、住民サービスが低下しないよう十分配慮する。 

３ 新町の組織及び機構は、「新町における行政組織及び機構の整備方針」に基づき整備する。 

【新町における行政組織及び機構の整備方針】 

合併時における組織及び機構は、合併の趣旨を踏まえ、その効果を最大限に生かすため次の事項を基本として整備するものとする。ただし、

合併後は常にその組織及び運営の見直し、効率化に努め、規模等の適正化を図るものとする。 

(1) 住民にわかりやすく、利用しやすい組織機構 

(2) 住民の声を適正に反映できる組織機構 

(3) 簡素で効率的な組織機構 

(4) 新町の建設計画を円滑に遂行できる組織機構 

(5) 指揮命令系統を簡素化し、責任の所在が明確な組織機構 

(6) 地方分権における行政課題に迅速かつ的確に対応できる組織機構 

(7) 本庁と支所からなる組織機構 

 

 

平成  年  月  日 

留意事項   根拠法令 先進事例

新設合併の場合は、合併関係市町村は

消滅するため、その組織及び機構も消滅

することになります。 

合併市町村の組織・機構は、地方自治

法や各種行政組織に関する法令及び条例

規則等に基づいて、合併市町村の長の職

務執行者が新たに設置する必要がありま

すが、合併後の事務処理に支障のないよ

う、あらかじめ協議会において協議して

おく必要があります。 

 

【本庁組織】 

地方自治法第１５８条第７項の規定に

基づき、市町村の部課について条例で定

めることとなります。 

その際は、住民の福祉の増進、運営の

合理化、規模の適正化に配慮しつつ、か

つ、他の町村の部課との組織との間に権

衡を失しないようにする必要がありま

す。 

 

【出先機関】 

合併に当たっては、これまでの市町村

の本庁としての事務所や出先機関として

の支所等の扱いについて、その位置、名 

地方自治法 

（事務局並びに事務局長・書記長・書記及びその他の職員） 

第１３８条 都道府県の議会に事務局を置く。 

② 市町村の議会に条例の定めるところにより、事務局を置くことができる。 

③ 事務局に事務局長、書記その他の職員を置く。 

④ 事務局を置かない市町村の議会に書記長、書記その他の職員を置く。但し、町村において

は、書記長を置かないことができる。 

⑤ 事務局長、書記長、書記その他の職員は、議長がこれを任免する。 

⑥ 事務局長、書記長、書記その他の常勤の職員の定数は、条例でこれを定める。但し、臨時

の職については、この限りでない。 

⑦ 事務局長及び書記長は、議長の命を受け議会の庶務を掌理する。 

⑧ 書記その他の職員は、上司の指揮を受け議会の庶務に従事する。 

⑨ 事務局長、書記長、書記その他の職員に関する任用、職階制、給与、勤務時間その他の勤

務条件、分限及び懲戒、服務、研修及び勤務成績の評定、福祉及び利益の保護その他身分取

扱いに関しては、この法律に定めるものを除くほか、地方公務員法の定めるところによる。

（支庁・地方事務所等の設置） 

第１５５条 普通地方公共団体の長は、その権限に属する事務を分掌させるため、条例で、必

要な地に、都道府県にあつては支庁（道にあつては支庁出張所を含む。以下これに同じ。）

及び地方事務所、市町村にあつては支所又は出張所を設けることができる。 

② 支庁若しくは地方事務所又は支所若しくは出張所の位置、名称及び所管区域は、条例でこ

れを定めなければならない。 

③ 第４条第２項の規定は、前項の支庁若しくは地方事務所又は支所若しくは出張所の位置及

び所管区域にこれを準用する。 

（都道府県の局部・分課及び市町村の部課） 

第１５８条 都道府県知事の権限に属する事務を分掌させるため、条例で、都に１１局、道及

○さぬき市(H14.4.1 合併) 

１ 現在の津田町、大川町、志度町、寒川町及び長尾町の庁

舎を有効活用した組織及び機構とする。 

２ 新市の組織・機構については「新市における行政組織・

機構の整備方針」に基づき整備する。 

３ 新市の組織については、住民サービスが低下しないよう

十分配慮する。 

   

○あさぎり町（H15.4.1 合併） 

１ 新町の組織については、住民サービスが低下しないよう

に十分に配慮する。 

２ 新町の組織・機構については、「新町における行政組織・

機構の整備方針」に基づき整備する。 

【新町行政組織・機構整備方針】 

新町における行政組織・機構は次により整備するものとす

る。 

新町における行政組織・機構については、合併の趣旨をふ

まえ合併の効果を最大限に生かすため、出来る限り組織・機

構の統合一元化を進める必要がある。 

このため合併時における行政組織・機構については、次の

事項を基本として整備するものとする。 

(1) 町民が利用しやすく、町民の声を適正に反映するこ

とが出来る組織・機構 

(2) 指揮命令系統がわかりやすく、責任の所在が明確な

組織・機構 
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協  議  項  目 組織及び機構 関 係 項 目  

留意事項   根拠法令 先進事例

称、機構、業務内容、所管区域等に関し

て、合併関係市町村で協議しておくこと

が適当です。 

支所若しくは出張所、名称及び所管区

域は、地方自治法第１５５条の規定に基

づき、「条例でこれを定めなければなら

ない」ことと定められています。 

合併をする場合は、従来の役場を支所

又は出張所とする例が多く、どの程度の

事務をその支所等で取り扱うのか、組織、

人員、所管区域をどのようにするのか、

市町村の事務の効率化と住民の利便性の

均衡をどのように図っていくのか等を十

分に検討することが必要です。 

 

び人口４００万以上の府県に９部、人口２５０万以上４００万未満の府県に８部、人口１０

０万以上２５０万未満の府県に７部、人口１００万未満の府県に６部を置くものとする。 

② 都道府県知事は、必要があると認めるときは、前項の規定にかかわらず、条例で、局部の

数を増減することができる。この場合においては、第２条第１４項及び第１５項の規定の趣

旨に適合し、かつ、国の行政組織及び他の都道府県の局部の組織との間に権衡を失しないよ

うに定めなければならない。 

③ 都道府県知事は、前項の規定により第１項の規定による局部の数を超えて局部（室その他

これに準ずる組織を含む。以下本条において同じ。）を置こうとするときは、あらかじめ総

務大臣に届け出なければならない。 

④ 都道府県知事は、局部の名称若しくはその分掌する事務を定め、若しくは変更し、又は局

部の数を増減したとき（前項の規定による届出を行つた場合を除く。）は、遅滞なくその旨

を総務大臣に届け出なければならない。 

⑤ 都道府県は、公共事業の経営に関する事務を処理させるため、条例で、必要な組織を設け

ることができる。 

⑥ 都道府県知事は、その権限に属する事務を分掌させるため、局部の下に必要な分課を設け

ることができる。 

⑦ 市町村長は、その権限に属する事務を分掌させるため、条例で必要な部課を設けることが

できる。この場合においては、第２条第１４項及び第１５項の規定の趣旨に適合し、かつ、

他の市町村の部課の組織との間に権衡を失しないように定めなければならない。 

 

（出納員その他の会計職員） 

第１７１条 出納長又は収入役の事務を補助させるため出納員その他の会計職員を置く。ただ

し、町村においては、出納員を置かないことができる。 

② 出納員は吏員のうちから、その他の会計職員は吏員その他の職員のうちから、普通地方公

共団体の長がこれを命ずる。 

③ 出納員は、出納長若しくは副出納長又は収入役若しくは副収入役の命を受けて現金の出納

（小切手の振出しを含む。）若しくは保管又は物品の出納若しくは保管の事務をつかさどり、

その他の会計職員は、上司の命を受けて当該普通地方公共団体の会計事務をつかさどる。 

④ 普通地方公共団体の長は、出納長又は収入役をしてその事務の一部を出納員に委任させ、

又は当該出納員をしてさらに当該委任を受けた事務の一部を出納員以外の会計職員に委任さ

せることができる。 

⑤ 前条第四項後段の規定は、前項の場合にこれを準用する。 

⑥ 普通地方公共団体の長は、出納長又は収入役の権限に属する事務を処理させるため、規則

で、必要な組織を設けることができる。 

 

（書記長・書記その他の職員） 

第１９１条 都道府県及び市の選挙管理委員会に書記長、書記その他の職員を置き、町村の選

挙管理委員会に書記その他の職員を置く。 

② 書記長、書記その他の常勤の職員の定数は、条例でこれを定める。但し、臨時の職につい

ては、この限りでない。 

③ 書記長は委員長の命を受け、書記その他の職員又は第１８０条の３の規定による職員は上

司の指揮を受け、それぞれ委員会に関する事務に従事する。 

 

（事務局・事務局長・書記その他の職員） 

第２００条 都道府県の監査委員に事務局を置く。 

(3) 新町建設計画を円滑に遂行できる組織・機構 

(4) 行政課題や緊急時に即応できる機能的な組織・機構

 

○東宇和・三瓶町合併協議会 

１ 新市の組織及び機構は、現在の明浜町、宇和町、野村町、

城川町及び三瓶町の庁舎を有効活用したものとする。 

(1) 新市の事務所の位置が現在の５町の事務所の何れか

に決定された場合、他の４町の事務所の位置には、現在

の町の区域を所管し、現行組織から管理機能の一部を除

いた組織を、総合支所として合併時に設置する。 

(2) 現在の支所、出張所及びその他の出先機関等は、合併

後も現行のまま存続する。 

２ 新市の組織及び機構は、「新市における行政組織及び機

構の整備方針」に基づき整備する。 

３ 新市の組織及び機構については、住民サービスが低下し

ないよう十分配慮する。 

【新市における行政組織及び機構の整備方針】 

合併時における組織及び機構は、次の事項を基本として整

備するものとする。ただし、合併後は常にその組織及び運営

の見直し、効率化に努め、規模等の適正化を図るものとする。

１ 市民が利用しやすく、わかりやすい組織・機構 

２ 市民の声を適正に反映することができる組織・機構 

３ 緊急時に即応できる組織・機構 

４ 簡素で効率的な組織・機構 

５ 指揮命令系統がわかりやすく、責任の所在が明確な組

織・機構 

６ 地方分権時代における各種行政課題に迅速かつ的確に

対応できる組織・機構 

 

○南宇和合併協議会（H16.10.1 合併予定） 

新町の機構及び組織は、次の方針に従い整備する。 

（1）合併当初の組織は総合支所方式を採用し、５町村の現

有庁舎を有効活用する。 

（2）新町の機構及び組織は、次の整備方針基づき整備する。

 ①住民サービスの低下を来さないように十分配慮した機

構・組織 

 ②住民の利用しやすく、わかりやすい機構・組織 

 ③簡素で効率的な機構・組織 

 ④新町建設計画を円滑に遂行できる機構・組織 

 ⑤地方分権に柔軟に対応できる機構・組織 

⑥新たな行政課題に速やかに対応できる機構・組織 
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協  議  項  目 組織及び機構 関 係 項 目  

留意事項   根拠法令 先進事例

② 市町村の監査委員に条例の定めるところにより、事務局を置くことができる。

③ 事務局に事務局長、書記その他の職員を置く。 

④ 事務局を置かない市町村の監査委員の事務を補助させるため書記その他の職員を置く。 

⑤ 事務局長、書記その他の職員は、代表監査委員がこれを任免する。 

⑥ 事務局長、書記その他の常勤の職員の定数は、条例でこれを定める。ただし、臨時の職に

ついては、この限りでない。 

⑦ 事務局長は監査委員の命を受け、書記その他の職員又は第１８０条の３の規定による職員

は上司の指揮を受け、それぞれ監査委員に関する事務に従事する。 

 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律 

（事務局） 

第１８条 教育委員会の権限に属する事務を処理させるため、教育委員会に事務局を置く。 

２ 教育委員会の事務局の内部組織は、教育委員会規則で定める。 
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広見町・日吉村合併協議会 項目別調整方針 
 

協  議  項  目 一部事務組合等の取扱い 関 係 項 目  

事務・事業・制度名等  担 当 部 会 名 等 総務部会 

調整方針確認日 
基 本 調 整 方 針 

１ 一部事務組合については、合併の日の前日をもって当該組合から脱退し、新町において合併の日に当該組合に加入する。 

２ 鬼北土地開発公社については、新町として、引き続き加入するものとする。 平成  年  月  日 

留意事項   根拠法令 先進事例

合併関係団体が構成団体となっている

一部事務組合又は広域連合（地方自治法

第２８４条）については、構成団体に変

動が生じるため、当該組合等の脱退、加

入の手続や規約変更の手続が必要となり

ます。 

 

一部事務組合 

愛媛県市町村職員退職手当組合 

愛媛県消防団員等災害補償退職報償

金組合 

愛媛県自治会館管理組合 

愛媛県町村議会議員公務災害補償組

合 

愛媛県市町村交通災害共済組合 

宇和島地区広域事務組合 

その他 

鬼北土地開発公社 

 

 

 一部事務組合とは、普通地方公共団体

及び特別区が、その事務の一部を共同処

理するために設ける地方公共団体の組合

をいう。 

 主に、消防、ごみ処理、病院等の市町

村の区域を越えた広域的な事務処理に活

用される。 

 一部事務組合が共同処理することとさ

れた事務は、教育、衛生、民生等その事

務の種類を問わない。一部事務組合が成

立すれば、それによって共同処理するも

のとされた事務は、関係地方公共団体の

権能から除外される。 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 

 （組合の種類及び設置） 

第２８４条 地方公共団体の組合は、一部事務組合、広域連合、全部事務組合及び役場事務組

合とする。 

２ 普通地方公共団体及び特別区は、第６項の場合を除く外、その事務の一部を共同処理す

るため、その協議により規約を定め、都道府県の加入するものにあっては総務大臣、その他

のものにあっては都道府県知事の許可を得て、一部事務組合を設けることができる。この場

合において、一部事務組合内の地方公共団体につきその執行機関の権限に属する事項がなく

なったときは、その執行機関は、一部事務組合の成立と同時に消滅する。 

 （組織、事務及び規約の変更） 

第２８６条 一部事務組合は、これを組織する地方公共団体の数を増減し若しくは共同処理す

る事務を変更し、又は一部事務組合の規約を変更しようとするときは、関係地方公共団体の

協議によりこれを定め、都道府県の加入するものにあっては総務大臣、その他のものにあっ

ては都道府県知事の許可を受けなければならない。ただし、次条第１項第１号、第４号又は

第７号に掲げる事項のみに係る一部事務組合の規約を変更しようとするときは、この限りで

ない。 

 （規約等） 

第２８７条 一部事務組合の規約には、次に掲げる事項につき規定を設けなければならない。

 ① 一部事務組合の名称 

 ② 一部事務組合を組織する地方公共団体 

 ③ 一部事務組合の共同処理する事務 

 ④ 一部事務組合の事務所の位置 

 ⑤ 一部事務組合の議会の組織及び議員の選挙の方法 

 ⑥ 一部事務組合の執行機関の組織及び選任の方法 

 ⑦ 一部事務組合の経費の支弁の方法 

２ 略 

 （解散） 

第２８８条 一部事務組合を解散しようとするときは、関係地方公共団体の協議により、第２

８２条第２項の例により、総務大臣又は都道府県知事に届出をしなければならない。 

 （財産処分） 

第２８９条 第２８６条又は前条の場合において、財産処分を必要とするときは、関係地方公

共団体の協議によりこれを定める。 

 （議会の議決を要する協議） 

第２９０条 第２８４条第２項、第２８６条、第２８８条及び前条の協議については、関係地

方公共団体の議会の議決を経なければならない。 

○さぬき市（H14.4.1 合併) 

(1) 大川地区広域行政振興整備事務組合、大川町外４ケ町県

行造林組合、長尾町外２ケ町組合、白鳥町外四ケ町組合、

香川県東部清掃施設組合、三木・長尾葬斎組合、香川県消

防補償等組合及び香川県市町村職員共済組合については、

合併の日の前日をもって当該組合を脱退し、新市において

合併の日に当該組合に加入する。 

(2) 大川町外２ケ町県行造林組合、富田県行造林組合、大川

総合病院組合、津田川総合開発事務組合、大川町寒川町清

掃組合、長尾地区少年育成センター組合、大川中部開発組

合及び大川学校給食組合については、合併の日の前日をも

って当該組合を解散し、合併の日にすべての事務及び財産

を新市に引き継ぐ。また、一般職の職員は、新市の職員と

して身分を引き継ぐ。 

(3) 香川県町村職員退職手当組合及び香川県町村非常勤職

員公務災害補償等組合については、合併の日の前日をもっ

て当該組合を脱退する。 

(4) 公平委員会事務に係る事務の委託については、合併の日

の前日をもって当該委託に関する規約を廃する。 

    

○あさぎり町（H15.4.1 合併） 

(1) 一部事務組合については、５か町村は合併の日の前日

をもって当該組合から脱退し、新町において合併の日に当

該組合に加入する。 

(2) 事務の委託については、５か町村は合併の日の前日をも

って規約を廃し、新町において現行の規約内容により締結

する。但し、委託事務の処理に間隙が生じる場合は、その

期間、新町において公平委員会設置条例を制定する。 

 熊本県消防補償等組合 

熊本県町村自治会館管理組合 

熊本県町村職員退職手当組合 

熊本県町村交通災害共済組合 

熊本県町村非常勤職員公務災害補償組合 

球磨郡公立多良木病院組合 

川辺川総合土地改良事業組合 

上球磨消防組合 

人吉球磨広域行政組合 

 以上の一部事務組合については、合併の日の前日をもっ

て当該組合から脱退し、新町において合併の日に当該組合

に加入する。 
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協  議  項  目 一部事務組合等の取扱い 関 係 項 目  

留意事項   根拠法令 先進事例

土地開発公社は、公有地の拡大の推進

に関する法律第１０条第１項において、

地域の秩序ある整備を図るため必要な公

有地となる土地等の取得及び造成その他

管理等を行うため設立されたもので、設

立には議会の議決を経て定款を定め、都

道府県知事の認可を受けなければならな

い。また、定款の変更、解散をする場合

には、設立団体の議会の議決を経て都道

府県知事の認可を受けることが必要とさ

れている。解散した場合に残余財産があ

るときは、定款の定めるところにより分

配しなければならないとされている。 

市町村合併を行う場合は、これらの土

地開発公社の統廃合について検討する必

要がある。これは、土地開発公社が公有

地の拡大の推進に関する法律に基づき、

設立される特別法人であり、土地開発公

社の業務である土地の取得、管理、処分

等は総合的・一体的に処理することが望

ましいことから、１地方公共団体１公社

が原則であるとされているからである。

土地開発公社の統廃合については、法に

特別の規定がないため、解散の規定等を

用いて、手続を進めることとなる。（愛媛

県市町村合併ハンドブックより。） 

公有地の拡大の推進に関する法律（昭和４７年法律第６６号） 

 （設立） 

第１０条 地方公共団体は、地域の秩序ある整備を図るために必要な公有地となるべき土地等

の取得及び造成その他の管理等を行わせるため、単独で、又は他の地方公共団体と共同して、

土地開発公社を設立することができる。 

２ 地方公共団体は、土地開発公社を設立しようとするときは、その議会の議決を経て定款を

定め、都道府県又は都道府県及び市町村が設立しようとする場合にあっては主務大臣、その

他の場合にあっては都道府県知事の認可を受けなければならない。 

 

 （法人格） 

第１１条 前条の規定による土地開発公社は、法人とする。 

 （名称） 

第１２条 土地開発公社は、その名称中に土地開発公社という文字を用いなければならない。

 （出資） 

第１３条 地方公共団体でなければ、土地開発公社に出資することができない。 

２ 土地開発公社の設立者である地方公共団体（以下「設立団体」という。）は、土地開発公社

の基本財産の額の２分の１以上に相当する資金その他の財産を出資しなければならない。 

 （業務の範囲） 

第１７条 土地開発公社は、第１０条第１項の目的を達成するため、次に掲げる業務の全部又

は一部を行うものとする。 

 ① 次に掲げる土地の取得、造成その他の管理及び処分を行うこと。 

  イ 第４条第１項又は第５条第１項に規定する土地 

  ロ 道路、公園、緑地その他の公共施設又は公用施設の用に供する土地 

  ハ 公営企業の用に供する土地 

  二 都市計画法第４条第７項に規定する市街地開発事業その他政令で定める事業の用に供

する土地 

  ホ イからニまでに掲げるもののほか、地域の秩序ある整備を図るために必要な土地とし

て政令で定める土地 

 ② 住宅用地の造成事業その他土地の造成に係る公営企業に相当する事業で政令で定めるも

のを行うこと。 

 ③ 前２号の業務に附帯する業務を行うこと。 

２ （略） 

 

 （解散） 

第２２条 土地開発公社は、設立団体がその議会の議決を経て第１０条第２項の規定の例によ

り主務大臣又は都道府県知事の認可を受けたときに、解散する。 

２ 土地開発公社は、解散した場合において、その債務を弁済してなお残余財産があるときは、

土地開発公社に出資した者に対し、これを定款の定めるところにより分配しなければならな

い。 

公平委員会 

 合併の日の前日をもって規約を廃し、新町において現行

の事務委託規約の内容により締結する。但し、委託事務の

処理に間隙が生じる場合は、その期間、新町において公平

委員会設置条例を制定する。 

 

○南宇和合併協議会（H16.10.1 合併予定） 

５町村で構成する一部事務組合については、合併の前日を

もって解散し、その事務、財産及び職員については、すべて

新町に引き継ぐものとする。 

また、５町村以外にも構成団体がある一部事務組合につい

ては、合併の前日をもって脱退し、新町において加入又は調

整することとする。 

南宇和土地開発公社については、新町において〇〇〇町

（新町名）土地開発公社として存続するものとする。 
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協  議  項  目 一部事務組合等の取扱い 関 係 項 目 一部事務組合 

具体的項目 現               況 調整の具体的内容 

名称 

 

設立年月日 

 

構成市町村 

 

根拠法令等 

 

事務所の位置 

 

共同処理業務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宇和島地区広域事務組合 

 

昭和４８年４月１日 

 

宇和島市、吉田町、三間町、広見町、松野町、日吉村、津島町、内海村、御荘町、城辺町、一本松町、西海町 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８４条 

 

宇和島市曙町１番地宇和島市役所内 

 

(１) 宇和島地区ふるさと市町村圏計画の策定及びこれに基づく事業の実施の連絡調整に関する事務 

(２) 宇和島地区ふるさと市町村圏計画に基づく広域活動計画の事業の実施に関する事務 

(３) 宇和島圏地方拠点都市地域基本計画（以下「地方拠点都市地域基本計画」という。）の策定並びに地方拠点都市地域基本計画に基づく広域的事

業（関係市町村の長の協議により組合で処理することとする広域的事業に限る。（以下「地方拠点都市地域に係る広域的事業）という。）の実施及

び地方拠点都市地域基本計画に基づき関係市町村等が実施する事業（以下「地方拠点都市地域に係る市町村事業等）という。）の連絡調整に関する

事務 

(４) 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第３８条第１項第１号に規定する救護施設の設置及び管理運営に関する事務 

(５) 船舶職員法（昭和２６年法律第１４９号）第４条第１項に規定する海技従事者の免許を受けるための船舶職員養成講習所の設置及び管理運営

に関する事務 

(６) 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３７条に規定する乳児院並びに同法第４１条に規定する児童養護施設の設置及び管理運営に関す

る事務 

(７) 老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第２０条の２の２に規定する老人デイサービスセンターの設置及び管理運営に関する事務（特別養

護老人ホームに併設するものに限る。） 

(８) 老人福祉法第２０条の４に規定する養護老人ホームの設置及び管理運営に関する事務（宇和島市、吉田町、三間町、広見町、松野町、日吉村

及び津島町に係るものに限る。） 

(９) 老人福祉法第２０条の５に規定する特別養護老人ホームの設置及び管理運営に関する事務 

(10) 老人福祉法第２０条の６に規定する軽費老人ホームのうち、ケアハウス（特別養護老人ホームに併設するものに限る。）の設置及び管理運営に

関する事務 

(11) 南予文化会館の設置及び管理運営に関する事務 

(12) し尿処理施設の設置及び管理運営に関する事務（宇和島市、吉田町、三間町、広見町、松野町、日吉村及び津島町に係るものに限る。） 

(13) と畜場の設置及び管理運営に関する事務（宇和島市、吉田町、三間町、広見町、松野町、日吉村及び津島町に係るものに限る。） 

(14) 消防組織法（昭和２２年法律第２２６号）及び消防法（昭和２３年法律第１８６号）に定める消防事務（消防団及び消防水利に関するものを

除き宇和島市、吉田町、三間町、広見町、松野町、日吉村及び津島町に係るものに限る。） 

(15) 高圧ガス取締法（昭和２６年法律第２０４号）第６２条第１項の規定に基づく高圧ガスを消費する者に対する立入検査に関する事務（宇和島

市、吉田町、三間町、広見町、松野町、日吉村及び津島町に係るものに限る。） 

(16) 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（昭和４２年法律第１４９号）第３８条の３の規定に基づく液化石油ガスの設備工

事の届出に関する事務（宇和島市、吉田町、三間町、広見町、松野町、日吉村及び津島町に係るものに限る。） 

(17) 火葬場の設置及び管理運営に関する事務（三間町、広見町及び松野町に係るものに限る。） 

(18) ごみ処理施設の設置及び管理運営に関する事務（三間町、広見町及び松野町に係るものに限る。） 

(19) 一般廃棄物最終処分場の設置及び管理運営に関する事務（三間町、広見町及び松野町に係るものに限る。） 

(20) 鬼北総合公園の設置及び管理運営に関する事務（三間町、広見町、松野町及び日吉村に係るものに限る。） 

(21) 老人福祉法第５条の２第２項の規定に基づき市町村が実施する老人居宅介護等事業のうち、市町村からの委託を受けて行う身体の介護及び家

事等のサービス提供に関する事務 

(22) 市町村が設置する在宅介護支援センターに関する事務のうち、市町村からの委託を受けて行うその管理運営に関するもの 
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協  議  項  目 一部事務組合等の取扱い 関 係 項 目 一部事務組合 

具体的項目 現               況 調整の具体的内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

議会の組織 

 

 

 

特別職等 

 

 

 

 

 

 

職員 

(23) 愛媛県からの委託を受けて行う地域介護実習・普及センターに関する事務 

(24) 介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下この号において「法」という。）に基づく事務のうち、次に掲げるもの（宇和島市、吉田町、三間

町、広見町、松野町、日吉村及び津島町に係るものに限る。） 

 ① 法第７条第１８項に規定する居宅介護支援に関する事務（組合が管理運営を行う在宅介護支援センターに併設する事業所において行うものに

限る。） 

 ② 法第２７条第２項前段（法第２８条第４項、第２９条第２項、第３０条第２項、第３１条第２項、第３２条第２項、第３３条第４項及び第３

４条第２項において準用する場合を含む。）に規定する要介護認定及び要支援認定に係る調査に関する事務（関係市町村と組合の協議により組合

の事務とされたものに限る。） 

  

議員定数  ３０人 

  内訳  宇和島市６人 吉田町３人 三間町２人 広見町２人 松野町２人 日吉村２人 津島町３人 

      内海村２人 御荘町２人 城辺町２人 一本松町２人 西海町２人 

 

 平成１５年４月現在 

①組合長  １人 宇和島市長 

②副組合長 ２人 松野町長、御荘町長 

③参事   ９人 吉田町長、三間町長、広見町長、日吉村長、津島町長、内海村長、城辺町長、一本松町長、西海町長 

④収入役  １人 宇和島市収入役 

⑤監査委員 ３人 三間町議会議員、宇和島市議会議員、西海町監査委員（学識経験者） 

 

平成１４年度末職員数（実数） ４０５人 

 

 35



協  議  項  目 一部事務組合等の取扱い 関 係 項 目 一部事務組合 

具体的項目 現               況 調整の具体的内容 

財政状況 

１ 普通会計決算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 公債費 

 

 財産の状況 

１ 土地・建物 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

平成１３年度 各会計決算状況一覧表 

                                                            (単位：円) 

区分   予算額 歳入総額 歳出総額 
差引 

（形式収支額）

翌年度へ繰り

越すべき財源 
実質収支額 備考

一般会計 5,371,826,000 5,319,062,320 5,109,609,203 209,453,117 14,300,000 195,153,117 

急患医療センター特別会計  43,781,000 43,214,782 41,634,611 1,580,171  1,580,171

と畜場特別会計 29,308,000 36,076,972 14,518,708 21,558,264 8,000,000 13,558,264 

ふるさと市町村圏基金事業特別会計 23,458,000 33,664,275 18,874,792 14,789,483  14,789,483 

介護保険事業特別会計 2,063,607,000 2,539,271,712 1,971,862,465 567,409,247  567,409,247 

合      計 7,531,980,000 7,971,290,061 7,156,499,779 814,790,282 22,300,000 792,490,282 

 

地方債現在高（平成１３年度決算） 5,723,024,000 円 

 

 

土地（地積） 
区    分 

前年度末現在高   決算年度中増減高 決算年度末現在高

本庁舎 ㎡ ㎡ ㎡

警察（消防）施設  3,281.46 ０ 3,281.46その他の

行政機関 その他の施設  

公営住宅  

学校  

公園  104,739.36 0.00 104,739.36

公共用財

産 

その他の施設  120,833.26 10,335.9*6 131,169.22

山林  

合    計 228,854.08 10,335.96 239,190.04

 

建物 

木造(延面積)   非木造(延面積) 延べ面積計
区    分 

前 年 度 末

現在高 

決 算 年 度

中増減高 

決 算 年 度

末現在高 

前 年 度 末

現在高 

決 算 年 度

中増減高 

決 算 年 度

末現在高 

前 年 度 末

現在高 

決 算 年 度

中増減高 

決 算 年 度

末現在高 

本庁舎  ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

警察（消防）施設    3,278.68 0 3,278.68 3,278.68 0 3,278.68その他の

行政機関 その他の施設     

公営住宅     

学校     

公園   4,747.32 0 4,747.32 4,747.32 0 4,747.32

公共用財

産 

その他の施設  66.77 0 66.77 41,033.62 2,737.15 43,770.77 41,100.39 2,737.15 43,837.54 

山林     

合    計 66.77 0 66.77 49,059.62 2,737.15 51,796.77 49,126.39 2,737.15 51,863.54 
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協  議  項  目 一部事務組合等の取扱い 関 係 項 目 一部事務組合 

具体的項目 現               況 調整の具体的内容 

２ 重要物品 

 

３ 基金 

 

 

 

 

 平成１３年度負

担金 

自動車を中心に施設ごとに管理 

 

基金の現在高（平成１３年度決算） 

①ふるさと市町村圏基金 2,000,000,000 円 

 ②用品調達基金       3,000,000 円 

 

 

 宇和島市  1,291,825,000 円 （46%） 

 吉田町    243,856,000 円 （ 9%） 

 三間町    192,216,000 円 （ 7%） 

 広見町    487,768,000 円 （17%） 

 松野町    148,408,000 円 （ 5%） 

 日吉村     92,213,000 円 （ 3%） 

 津島町    253,689,000 円 （ 9%） 

内海町     13,032,000 円 （ 1%） 

 御荘町     24,611,000 円 （ 1%） 

 城辺町     32,650,000 円 （ 1%） 

 一本松町    27,131,000 円 （ 1%） 

 西海町     24,083,000 円 （ 1%） 

 合  計  2,811,482,000 円  
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協  議  項  目 一部事務組合等の取扱い 関 係 項 目 鬼北土地開発公社 

具体的項目 現               況 調整の具体的内容 

名称 

 

設立年月日 

 

役員 

 

 

 

 

 

 

 

 

決算状況 

（平成１４年度） 

鬼北土地開発公社 

 

昭和４８年５月１８日 

 

役員（１３人） 

 理事長（広見町長） 

 副理事長（三間町長） 

 理事（松野町長、日吉村長、各町村議会議長、広見町助役、広見町収入役、三間町助役） 

 監事（松野町収入役、日吉村収入役） 

職員（３人） 

 事務局長１人（広見町企画調整課長） 

 係員  ２人 

 

貸借対照表 

 資産の部 

 １ 流動資産 

  (1) 現金預金   21,586,588 円 

  (2) 事業未収金  34,938,469 円 

  (3) 公有用地   67,551,858 円 

  (4) 完成土地   29,991,149 円 

   流動資産合計   154,068,064 円 

 資産合計      154,068,064 円 

 

 負債の部 

 １ 流動負債 

  (1) 未払金    41,856,850 円 

  (2) 短期預り金    231,072 円 

   流動負債合計   42,087,922 円 

 ２ 固定負債 

  (1) 長期借入金  97,543,007 円 

   固定負債合計   97,543,007 円 

 負債合計      139,630,929 円 

 

 資本の部 

 １ 基本金 

  (1) 基本財産    5,000,000 円 （出資額 三間町 1,250.000 円 広見町 1,950,000 円 松野町 1,100,000 円 日吉村 700,000 円） 

 ２ 剰余金 

  (1) 剰余金     9,437,135 円 

 資本合計       14,437,135 円 

 

 負債資本合計    154,068,064 円 
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広見町・日吉村合併協議会 項目別調整方針 
 

協  議  項  目 補助金、交付金等の取扱い 関 係 項 目  

事務・事業・制度名等  担 当 部 会 名 等 総務部会 

調整方針確認日 
基 本 調 整 方 針 

現在の２町村での団体等に対する補助金、交付金については、従来からの経緯、実情を考慮に入れ、新町での必要性、公平的な観点及び財 

政面において十分検討するとともに、各種団体等に対する補助金交付基準を定め、調整を図るものとする。 平成  年  月  日 

留意事項   根拠法令 先進事例

市町村は、公益上必要がある場合、各

種団体に対し補助金等を交付することに

より財政的支援を行うことができます

が、合併に当たっては、従来からの経緯

や実情を踏まえるとともに合併市町村の

財政状況等に配慮しながら、その再検討

を行い、合併市町村にとっての公益上の

必要性を明確にした上で、そのあり方を

検討しておかなければなりません。 

合併協議会の場で、個々具体の補助金

等について検討していくことは困難であ

るとしても、その一般的な取扱いの方針

については確認しておくべきでしょう。 

一般的な取扱いとしては、合併を機会

に補助金又は補助制度を整理統合し、公

益上の必要性を失ったもの又は目的を達

したものは廃止し、必要がある場合につ

いても、複数の合併関係市町村で同一又

は同種の団体又は事業に対し補助してい

る場合には補助金又は補助制度を統一

し、合併関係市町村においてそれぞれの

特殊事情により補助しているものについ

ては、合併市町村全体との均衡を考えて

調整するといったことが考えられます。 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 

 （寄附又は補助） 

第２３２条の２ 普通地方公共団体は、その公益上必要がある場合においては、寄附又は補助

をすることができる。 

 

 

※ 寄附とは、民法上贈与と呼ばれているものであり、一定の目的のために無償で金銭その他

のものを供与する行為 

 

【補助金】 

１ 補助金とは、一般的には特定の事業、研究等を育成、助長するために地方公共団体が公益

上必要があると認めた場合に対価なくして支出するものである。 

２ 補助金には、直接補助と間接的補助に分類される。 

 (1) 直接補助 

   地方公共団体が独自の判断によって支出する補助をいう。 

 (2) 間接的補助 

  国又は県の施策に基づき、国（県）から補助を受けて地方公共団体が間接的に補助する

ことをいう。 

 

【交付金】 

 法令又は条例、規則等により､団体あるいは組合等に対して地方公共団体の事務を委託してい

る場合においては当該事務の報償として一方的に交付するものをいう。 

 

【支出の禁止又は制限】 

日本国憲法 

第８９条 公金その他の公の財産は、宗教上の組織若しくは団体の使用、便益若しくは維持の

ため、又は公の支配に属しない慈善、教育若しくは博愛の事業に対し、これを支出し、又は

その利用に供してはならない。 

 

 

○さぬき市（H14.4.1 合併） 

各町の補助金、交付金等は従来からの経緯、実情等を考慮

し、新市において検討するものとする。 

(1) 自治会補助金については、新市の自治会活動を充実さ

せるよう交付水準について配慮する。 

(2) 各町同一あるいは同種の補助金については、できるだ

け速い機会に関係団体等の理解と協力を得て統一の方

向で調整するものとする。 

(3) 各町独自の補助金については、従来の実績を尊重し、

市域全体の均衡を保つように調整するものとする。 

(4) 他の補助金に整理統合できる補助金については、統合

の方向で調整するものとする。 

   

○あさぎり町（H15.4.1 合併） 

各町村の従来からの経緯・実情等に考慮しつつ、予算措置

の段階で調整する。 

調整の具体的内容 

関係団体等の理解と協力を得て組織統合の方向で調整

し、合併時に補助金等も統一する。 

民生委員協議会、老人クラブ連合会、母子寡婦協議会

(母子会)、身体障害者福祉協議会、精神障害者家族会、

食生活改善推進協議会、資源有価物回収交付金、畜産

(振興協会、共励会、振興会)会、酪農（畜産）ヘルパ

ー協議会、農業者年金受給者協議会、青年団、文化協

会、体育協会 

従来の実績を尊重して、新町全体の均衡を保つように地

域の意見を反映し調整する。 

自衛隊父兄会（保護者会）、たばこ小売店組合、遺族

会（慰霊祭含）、各生産部会、受精卵移植推進協議会

（部会）、婦人会（女性の会）、小・中ＰＴＡ（ＰＴ

Ａ連絡協議会）、子供会育成（指導員）連絡協議会、

行政区運営活動費、行政区への防犯灯新設等（修繕・

電気料）、よか祭実行委員会、ふるさとよけまん祭、

カワセミ祭、だんだんな祭、むらづくりグループ、区

整備事業、桜まつり実行委員会、白髪岳を守る山の会、

しらがね会交流（ホームスティ）、花いっぱい運動推

進協議会、花の村づくり、農業商工業青壮年部協議会、

福祉乗合タクシー運行、中球磨農業振興連絡協議会、

球磨川漁協、同和教育推進協議会、伝承芸能保存（継

【公益上必要がある場合】 

 公益上必要かどうかを一応認定するのは長及び議会であるが、公益上必要であるかど

うかの認定は全くの自由裁量行為ではないから、客観的にも公益上必要であると認めら

れなければならない。（昭和２８．６自行発１８６） 
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承、民俗文化財保存伝承）、国際交流クラブ、球磨川

マラソン大会実行委員会、小・中学校集団宿泊、中学

校修学旅行、中学生海外研修、海外ホームスティ、教

育推進活動補助（幼稚園） 

整理統合の方向で調整する。 

白菊会（独居老人）、老人クラブ趣味の講座、保護司

会、健康を守る婦人の会、青年団健康づくり活動、肉

用牛ヘルパー協議会、酪農部会（組合）、農業女性の

集い、青少年育成村民会議、村Ｐ連、交通安全協会支

部、軍人恩給欠格者会、保育所保護者会、農業青色会、

ゲートボール協会、雨乞い祈願祭 

 

○南宇和合併協議会（H16.10.1 合併予定） 

５町村の補助金、交付金等は、従来からの経緯、実情等に

配慮し、新町においてその必要性・公平性などの観点から内

容を検討し調整するものとする。 
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現                    況 
関連業務 

広  見  町 日  吉  村 
具体的な調整方針 

総務人事業務 女性団体連絡協議会補助金              400,000 円  

分団（部）運営交付金               1,007,120 円 分団育成補助金                   180,000 円 

鬼北交通安全協会補助金              3,194,026 円 鬼北交通安全協会補助金              551,122 円 

 鬼北交通安全協会支部補助金            150,000 円 

防災交通業務 

広見町交通安全母の会活動費補助金          90,000 円  

税務業務  たばこ販売組合補助金                60,000 円 

果樹同志会補助金                  80,000 円 果樹同士会補助金                 140,000 円 

柚子部会補助金                   70,000 円 柚子部会補助金                  190,000 円 

野菜部会補助金                   70,000 円 野菜部会補助金                  200,000 円 

山芋部会補助金                   30,000 円  

早期米部会補助金                  70,000 円 早期米部会補助金                  30,000 円 

酪農部会補助金                   70,000 円  

肉用牛部会補助金                  70,000 円 肉用牛部会補助金                  70,000 円 

養豚部会補助金                   70,000 円  

養鶏部会補助金                   80,000 円  

合鴨水稲部会補助金                 30,000 円  

花木部会補助金                   30,000 円  

養蚕部会補助金                   30,000 円  

 農林業経営者協議会補助金             170,000 円 

生活改善グループ補助金               60,000 円 生活改善グループ補助金              100,000 円 

 日吉夢産地青空市生産出荷組合補助金        300,000 円 

農政業務 

 

農作業受託組織育成事業費補助金         1,040,000 円  

林業振興費補助金（椎茸生産組合他）        342,000 円 しいたけ生産販売組合育成補助金           70,000 円 

 猟友会補助金                    50,000 円 

林業業務 

 日吉村農林公社育成補助金            11,055,000 円 

広見川漁業協同組合補助金             600,000 円 広見川漁業協同組合補助金             428,400 円 水産業務 

  

商工観光業務 広見町商工会補助金               6,500,000 円 日吉村商工会補助金               4,100,000 円 

水道業務  日向谷地区交付金                  30,000 円 

保健業務  保健栄養推進協議会助成金              10,000 円 

広見町老人クラブ連合会補助金           587,136 円 日吉村老人クラブ連合会補助金           250,000 円 

老人クラブ補助金(37)              1,722,720 円 老人クラブ補助金(6)                875,000 円 

高齢者福祉業務 

老人クラブ研修費補助金               10,800 円 老人クラブ研修費補助金             1,000,000 円 

平成１６年度については、各

町村予算での団体補助金を適

用するが、平成１７年度当初

予算からは、各団体の統合状

況及び、活動状況等を参考に

し、行政改革推進及び補助金

等の支出の適正化の観点か

ら、他団体補助金等との整合

性も勘案し新たな基準により

調整を行う。 
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現                    況 
関連業務 

広  見  町 日  吉  村 
具体的な調整方針 

広見町社会福祉協議会補助金           15,485,416 円 日吉村社会福祉協議会補助金           6,382,000 円 

民生児童委員協議会補助金            5,165,332 円 民生児童委員協議会補助金            1,044,000 円 

身体障害者福祉協議会補助金            585,000 円 身体障害者福祉協議会補助金            750,000 円 

遺族会補助金                   197,000 円 遺族会補助金                   500,345 円 

傷痍軍人会補助金                  34,000 円  

軍人恩給連盟補助金                 26,000 円 軍人恩給連盟補助金                 30,000 円 

 日赤奉仕団日吉村支部補助金             10,000 円 

ＶＹＳ補助金                    41,000 円  

南予福祉施設会補助金                20,000 円  

宇和島地区更生保護司会補助金            86,000 円 宇和島地区更生保護司会補助金            15,540 円 

宇和島地区保護司会鬼北分区補助金         100,000 円 宇和島地区保護司会鬼北分区補助金          20,000 円 

社会福祉業務 

いぶきの会補助金                  90,000 円  

好藤、小松、小倉ともしび母親クラブ助成金     567,000 円 日吉地区ともしび母親クラブ助成金         189,000 円 児童福祉業務 

母親寡婦福祉会補助金                86,000 円 母子寡婦福祉協議会補助金              50,000 円 

人権業務  愛媛県人権対策協議会日吉支部補助金       1,300,000 円 

教育振興補助金                 1,800,000 円 北宇和高校日吉分校教育振興費補助金        350,000 円 

学校教育連絡協議会補助金              90,000 円  
学校教育業務 

 日吉村教育会補助金                180,000 円 

広見町人権教育協議会補助金           1,493,798 円 日吉村同和教育協議会補助金            700,000 円 

広見町ＰＴＡ連合会補助金             238,500 円 日吉村ＰＴＡ連絡協議会補助金           200,000 円 

広見町連合婦人会補助金              238,500 円  

近永、好藤、三島婦人会補助金           431,800 円  

 日吉村公民館婦人部連絡協議会           600,000 円 

広見町青年団連合会補助金             239,000 円 日吉村青年団補助金                200,000 円 

 生活文化若者塾一希を起こす会補助金        250,000 円 

広見町愛護班連絡協議会              603,000 円 愛護班活動補助金                 200,000 円 

 分館活動育成費補助金              1,530,000 円 

社会教育業務 

 結婚相談活動費補助金               300,000 円 

広見町体育協会補助金               513,000 円 日吉村体育協会補助金               660,000 円 社会体育業務 

広見町スポーツ少年団補助金            558,000 円 剣道、ソフトテニススポーツ少年団補助金      50,000 円 

広見町文化協会補助金               378,000 円 日吉村文化協会補助金               300,000 円 

泉貨紙保存会活動費補助金             100,000 円  

鬼北文楽保存会活動費補助金            180,000 円  

 五鹿踊り保存会補助金                50,000 円 

 花とび踊り保存会補助金               50,000 円 

 相撲甚句保存会補助金                50,000 円 

文化芸術業務 

 富母里神楽保存会補助金               50,000 円 

平成１６年度については、

各町村予算での団体補助金を

適用するが、平成１７年度当

初予算からは、各団体の統合

状況及び、活動状況等を参考

にし、行政改革推進及び補助

金等の支出の適正化の観点か

ら、他団体補助金等との整合

性も勘案し新たな基準により

調整を行う。 

 

 42



広見町・日吉村合併協議会 項目別調整方針 
 

協  議  項  目 行政連絡機構の取扱い 関 係 項 目  

事務・事業・制度名等  担 当 部 会 名 等 総務部会 

調整方針確認日 
基 本 調 整 方 針  行政連絡機構（区長・組長制度等）については、平成１６年度は現行のとおりとし、平成１７年度から調整する。 

平成  年  月  日 

留意事項   根拠法令 先進事例

市町村の行政連絡機構（いわゆる自治

会、町内会、行政区など）は、地域コミ

ュニティの歴史に根ざしており、地域住

民の生活に果たす役割は非常に重要なも

のがあります。 

合併関係市町村における行政連絡機構

の状況を把握し、合併市町村において不

均衡等が生じないよう十分な調整が必要

です。 

 

 

 

市町村の合併の特例に関する法律 

（国、都道府県等の協力等） 

第１６条 （第１項～第６項省略） 

７ 公共的団体は、合併市町村の建設に資するため必要な措置を講ずるように努めなければな

らない。 

８ 合併関係市町村の区域内の公共的団体等は、市町村の合併に際しては、合併市町村の一体

性の速やかな確立に資するため、その統合整備を図るように努めなければならない。 

 

 

地方自治法 

（公共的団体等の監督） 

第１５７条 普通地方公共団体の長は、当該普通地方公共団体の区域内の公共的団体等の活動

の綜合調整を図るため、これを指揮監督することができる。 

② 前項の場合において必要があるときは、普通地方公共団体の長は、当該普通地方公共団体

の区域内の公共的団体等をして事務の報告をさせ、書類及び帳簿を提出させ及び実地につい

て事務を視察することができる。 

③ 普通地方公共団体の長は、当該普通地方公共団体の区域内の公共的団体等の監督上必要な

処分をし又は当該公共的団体等の監督官庁の措置を申請することができる。 

④ 前項の監督官庁は、普通地方公共団体の長の処分を取り消すことができる。 

 

 

 

○さぬき市(H14.4.1 合併) 

１ 自治会の区域、名称については、現行のとおりとし、組

織、役員等について、新市で要綱を定め統一を図る。 

２ 自治会連合会については、各町に相違があるが、新市で

組織する。 

３ 行政配布物の配布方法は、現行のとおりとし、配布日は

毎月１５日とする。 

 

○南宇和合併協議会（H16.10.1 合併予定） 

行政連絡機構（区長会）については、現行のまま新町に引

き継ぐ。 

報酬等については合併後調整する。 

行政区に対する運営費補助については、新町において検討

する。 

 

○東宇和・三瓶町合併協議会 

１ 行政連絡員(町区長会)制度については、現行のとおり新

市に引き継ぎ、合併時に調整する。 

２ 行政連絡員(町区長会)制度の名称、報酬、補助金等につ

いては合併時に調整する。 

３ 行政連絡員（納税（貯蓄）組合）制度は、合併時に廃止

する方向で調整する。 

４ 納税（貯蓄）組合への納税奨励金は合併時までに廃止す

る。 

５ 納付書の配布、その他必要な事項は合併後に調整する。
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広 見 町  日 吉 村

１．区（４６区） 

近永 好藤 愛治 三島 泉 

牛野川       芝 成藤 沖 大宿 広見 出目一
水分       永野市 国遠 小坂 生田 下大野 出目二
北川       新町 年則 東仲 清水 小松 興野々
成川       本町 清延 西仲 畔屋 久保 岩谷
今在家       南町 柏田 吉波 西野々 延川 上川
奈良中       栄町 沢松 川上 小西野々
奈良下       旭町 平井 小倉
中野川       田丸

 

２．組（１７６組） 

近永 好藤 愛治 三島 泉 

牛野川      西山上 成藤上 権太 畦 出目１
水分      西山下 成藤下 土屋 広見上 出目２

北川１      重ヶ森 国遠上 久保川 広見中 出目３
北川２      永野市下 国遠中 稲屋 広見下 出目４
北川３      舟木 年則上 法師庵 藤野々 出目５
北川４      新町１ 年則下 生田上 下大野町 中島
成川１      新町３ 清延上 生田中 下大野西 新田
成川２      新町４ 清延下 夫婦岩 下大野東 谷喜来
成川３      新町５ 柏田上 生田下 下大野中 芳
成川４      本町１ 柏田下 清水上 中尾坂 寺
今在家１      本町２ 沢松上 清水東仲 下大野上 興野々中
今在家２      本町３ 沢松中 清水西仲 下大野奥 興野々東
今在家３      本町４ 沢松下 清水下 坂立 岩谷
今在家４      南町１ 平井平井 大平 御開山 岩谷下
奈良中１      南町２ 平井中 申谷 清詰 市ヶ成
奈良中２      南町３ 田丸口 重谷 小松中 本村
奈良中３      南町４ 田丸奥 大畑 安森 豊永
奈良中４      栄町１ 沖 西野々中 富東 小西野々上
奈良中５      栄町２ 小坂後 面屋 富町 小西野々下
奈良中６      栄町３ 小坂前 西野々下 富西 川崎
奈良下１      栄町４ 東仲江利 久保 小倉町１
奈良下２      栄町５ 東仲上 長穂 小倉町２
奈良下３      栄町６ 東仲中 小野川 上住
奈良下４      栄町７ 東仲下 駄場 下住
奈良下５      栄町８ 西仲上 古用 宮口
奈良下６      栄町９ 西仲下 小越 宮奥
奈良下７      旭町１ 吉波上 野地 轟

中野川下１     旭町２ 吉波中 川上上 
中野川下２      旭町３ 吉波下
中野川中      旭町４ 吉波奥
中野川上      旭町５
一の又      旭町６
芝上      旭町７
芝中      旭町８
芝下      旭町９組

 

３．自治会（３自治会） 

愛治自治会   三島自治会 泉自治会
 

１．区（５区） 

父野川 

上大野 

下鍵山 

上鍵山 

日向谷 
 

２．組（３８組）  

父野川下 下鍵山 

下本村  １組

川口  ２組

上本村  ３組

音地  ４組

犬飼  ５組

６組

父野川中 ７組 

野々谷  ８組

藤川  ９組

宮成  １０組

 １１組 

父野川上  

大村 上鍵山 

屋敷  下本村１組

 下本村２組 

上大野 上上本村 

植勝  巻

長瀬  長谷

栗ノ木下  黒川上

栗ノ木上  黒川下

堀切  

 日向谷 

出口

中屋敷

下中合

上中合

奥
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協  議  項  目 行政連絡機構の取扱い 関 係 項 目  

現          況 
具体項目 

広見町  日吉村
備考 

役割・任務 

区長 

・地域を代表し行政と地域住民との連絡調整 

・地区諸行事等の参加協力（公民館活動・環境美化活動、保健衛

生活動など）・ 

組長 

・組を代表し行政と地域住民との連絡調整 

・町広報誌等文書の配布・回覧 

・各種募金等の取りまとめ 

・交通災害共済加入の取りまとめ  

・役場からの広報周知事項の連絡 

・広報等配布 

・防犯活動 

・地区内諸行事等全般の推進 ほか 

 

人数 
区長  ４６人 

組長 １７６人(牛野川､水分､沖､久保は区長兼務) 

区長  ５人 

組長 ３８人 

 

任期 
期間 １年 

   ４月から翌年３月まで 

期間 区長２年 組長１年 

   ４月から翌年３月まで 

 

報酬 

区長報償費（区長手当） 

 均等割  ３２，７００円 

 戸数割  １戸 ４６０円 

    総額 ３，０６１，３００円 

組長報償費（組長手当） 

 均等割  ２１，５００円 

 戸数割  １戸 ４６０円 

    総額 ５，３４１，１００円 

 

 ※平成１４年４月１日現在 

報酬 

区 長 １８４，７００円（父野川は２年ごとに上、下交替制） 

副区長  ７３，２００円（父野川） 

     ４５，９００円（下鍵山、上鍵山、上大野、日向谷） 

組 長 １０３，０００円 

 

区長は、公民館分館長を兼ねる。 

ただし、父野川は副区長も分館長を兼ねる。 

 分館長報酬 ７３，２００円 

 

補助金 

コミュニティ活動費交付金 

 区交付金 均等割 １９，０００円以内 

      戸数割 １戸 ３３０円以内 

 

 組交付金 均等割 １５，０００円以内 

      戸数割 １戸 ７５０円以内 

 

 

 

 

会議 
区長組長会 

町政座談会 

正副区長組長会  

その他 

広報発送日 

 毎月１日 

 

研修 

 無し（公民館単位で研修する場合有り） 

広報発送日 

 毎月２４日 
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広見町・日吉村合併協議会 項目別調整方針 
 

協  議  項  目  町字名の取扱い 関 係 項 目 大字名の取扱い 

事 務 ・ 事 業 ・ 制 度 名 等  担当部会名等 総務部会 

調整方針確認日 
基 本 調 整 方 針 大字の名称・区域は、従前のまま新町に引き継ぐ。 

平成  年  月  日 

 
留意事項 

広   見   町 日   吉   村 
先 進 事 例 

 

 市町村の合併の際に、町

（字）の区域の設定、若し

くは廃止、又は、町（字）

の区域若しくは名称の変更

をしようとする場合は、地

方自治法第 260 条の規定に

基づき、市町村長が当該市

町村の議会の議決を経てこ

れを定め、都道府県知事に

届け出ることが必要であ

る。 

 事前に、合併関係市町村

の間で町名・字名の取扱い

を協議しておくことが適当

であるが、町・字の区域や

名称については、地域の歴

史や文化がしみこんだ、住

民にとっても愛着が深い場

合があり、合併しても従来

どおり存続させるケースが

多い。 

住所地名（大字名） 

 

北川
きたがわ

    奈良
な ら

   中野川
なかのかわ

  

芝
しば

     永野
な が の

市
いち

  近
ちか

永
なが

 

 

 

成
なり

藤
ふじ

    国
くに

遠
とお

    清
きよ

延
のぶ

   

沢松
さわまつ

    内深田
うちふかた

  東仲
ひがしなか

   

西仲
にしなか

    吉波
よしなみ

 

 

 

大宿
おおじゅく

    生田
い く た

    清水
せいずい

   

畔屋
あ ぜ や

    西野々
に し の の

 

 

 

広見
ひ ろ み

   下
しも

大野
お お の

   小松
こ ま つ

   

久保
く ぼ

   延川
のぶかわ

   川上
かわかみ

 

 

 

出目
い ず め

    興野々
お き の の

   岩谷
い わ や

   

上川
かみかわ

    小西野々
こ に し の の

  小倉
お ぐ わ

 

 

住所地名（大字名） 

  父
ちち

野
の

川下
かわしも

 

父
ちち

野
の

川中
かわなか

 

父
ちち

野
の

川上
かわかみ

 

上
かみ

大野
お お の

 

下鍵山
しもかぎやま

 

上鍵山
かみかぎやま

 

日向谷
ひゅうがい

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○南宇和合併協議会 

 字の名称については、内海村、御荘町及び西海町は

現行どおりとする。 

城辺町は原則として現行どおりとし、字名のうち

「甲」、「乙」は「城辺甲」「城辺乙」とする。一本松町

の字名は「正木、増田、小山、中川、広見、満倉」を

「正木、増田、小山、中川、広見、上大道、満倉、一

本松」とする。 

○中球磨５か町村合併協議会 

（あさぎり町：H15.4.1 合併予定） 

 字の名称及び区域は従前のとおりとし、大字名につ

いては、合併前において現町村で調整する。 

 調整の具体的内容 

 現況として、同名の字が５４存在しているが、大字

で区別することにより登記簿上も問題が生じないた

め、字の名称及び区域は従前のとおりとし、大字名に

ついては合併前において現町村で調整する。 

○さぬき市(H14.4.1 合併) 

(1) 字の区域は、従前のとおりとする。 

(2) 町、字の名称については、次のとおりとする。 

 ① 津田町、大川町、寒川町においては、「大川郡」

を「さぬき市」に置き換える。 

 ② 志度町においては、「大川郡志度町大字」を「さ

ぬき市」に置き換える。 

 ③ 長尾町においては、原則として「大川郡長尾町」

を「さぬき市」に置き換える。ただし、字名「西」、

「東」、「名」については、各々「長尾西」、「長

尾東」、「長尾名」に変更する。また、「多和」に

ついては、「大川郡長尾町多和字」を「さぬき市多

和」に置き換える。 

根     拠     法     令     等 

地方自治法 

（市町村内の町又は字の区域） 

第２６０条 政令で特別の定をする場合を除く外、市町村の区域内の町若しくは字の区域をあらたに画し若しくはこれを廃止し、又は町若しくは字の区域若しくはその名称を変更しようとするときは、

市町村長が当該市町村の議会の議決を経てこれを定め、都道府県知事に届け出なければならない。 

② 前項の規定による届出を受理したときは、都道府県知事は、直ちにこれを告示しなければならない。 

③ 第１項の規定による処分は、政令で特別の定めをする場合を除くほか、前項の規定による告示によりその効力を生ずる。 
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広見町・日吉村合併協議会 項目別調整方針 
 

協  議  項  目 慣行の取扱い 関 係 項 目  

事務・事業・制度名等  担 当 部 会 名 等 総務部会 

調整方針確認日 

基 本 調 整 方 針 

１ 町章、町花及び町木は、合併までに公募により選定するものとする。 

２ 町民憲章、宣言、シンボルマーク、キャッチフレーズ及び町歌等は、合併後新町で定めるものとする。 

３ 名誉町民制度は合併時に調整する。現名誉町村民については、既に各町村において功績を讃えるため、その称号を贈っていることから、

現行のまま新町に引き継ぐ。ただし、待遇及び特典については合併時に調整するものとする。 

平成  年  月  日 

留意事項 根 拠 法 令 先進事例 

●市町村章 

 新市町村のシンボルとなるものである

ことから、できるだけ早く統一すること

が適当である。ただし、旧の市町村章が

当該地域において愛着の深いものである

場合には、何らかの方法でこれを伝承す

ることも考えられる。 

●市町村の花、木、鳥、歌等 

 新市町村のシンボルとなるものである

ことから、できるだけ早く統一すること

が適当である。ただし、旧の市町村の花、

木、鳥、歌等が当該地域において愛着の

深いものである場合は、何らかの方法で

これを伝承することも考えられる。 

●市町村の憲章、宣言 

 新市町村の基本姿勢となるものである

ことから、できるだけ早く統一すること

が適当である。ただし、旧の市町村の憲

章、宣言が当該地域において愛着の深い

ものである場合は、何らかの方法でこれ

を伝承することも考えられる。 

 ○さぬき市（H14.4.1 合併） 

(1) 市章、市民憲章、市木、市花、市歌及び表彰規定については、新

市において新たに定める。 

(2) 各種イベントについては、原則として現行のとおりとするが、新

市において調整を図る。 

  

○あさぎり町（H15.4.1 合併） 

町章、町民憲章、町花、町木、町鳥、町歌及びキャッチフレーズに

ついては、新町において新たに定めるものとする。 

宣言及び表彰については、新町においては調整する。ただし、名誉

町村民は新町に引き継ぐものとする。 

 

○東宇和・三瓶町合併協議会 

１ 市章については、合併後公募により制定する。 

２ 市民憲章・市の花・木・鳥等については、合併後制定する。 

３ まちづくりのシンボルマークについては、合併後新たに策定する

ものとし、現存のものは使用を含めて検討する。まちづくりキャッチ

フレーズ等については、総合計画の策定と併せて新たに制定する。 

４ 宣言については、合併後新たに制定する。 

５ 市の歌については、合併後必要に応じて制作する。旧町の歌はそ

のまま存続するものとする。 

６ 名誉市民制度については、合併時に制定する。ただし、名誉町民

については、すでに各町において功績を称えるため、その称号を贈っ

ていることから、待遇及び特典等については、合併時に調整する。 

７ 表彰については、合併後速やかに制度化を図る。 

８ 慣行行事・イベントについては、原則として現行のとおりとする

が、合併後調整する。 

 

○南宇和合併協議会（H16.10.1 合併予定） 

新町において調整する。ただし、名誉町民等については、すでに各

町において功績を称えるため、その称号を贈っていることから、合併

時に調整する。 
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広見町・日吉村合併協議会 項目別調整方針 
 

現                    況 
項  目 

広  見  町 日  吉  村 
具体的な調整方針 

制定時期   昭和３３年１月１２日制定 昭和４１年５月１日制定

 

 

 

町 
 

村 
 

章 

概  要 

「ヒ」「ロ」「ミ」の３文字を組み合わせて広見を図案化したもので、

全体の形が末広がりで生々発展をあらわし、中央の「ミ」は、太陽を

象る意味も含まれ、太陽の面影を受け進歩発展する町でありたい念願

を求めたものである。 

中央の「日」は太陽の火で、周囲は「ひ」４つで日吉を意味し、山村

の伸びゆく様子を表現。 

 町章、町花及び町木は、

合併までに公募により選定す

るものとする。 

町村の花   つつじ さつき
 

町村の木   檜 ひのき
 

制定時期   昭和３７年１２月２４日制定 －

趣  旨 
 わたくしたちは、広見町の町民であることに誇りとよろこびをも

ち、明るく豊かな町をつくるために進んでこの憲章を守りましょう。
－ 

町 

村 

民 

憲 

章 

内  容 

１.健康で働き豊かな町を作りましょう。 

１.あたたかく交わり住みよい町を作りましょう。 

１.きまりを守り平和な町を作りましょう。 

１.感謝の心で明るい町を作りましょう。 

１.教養を高め文化の町を作りましょう。 

－ 

町民憲章は、合併後新町に

おいて定めるものとする。 

町村の歌（踊り）  広見町民歌

武左衛門音頭 

日吉音頭 

新日吉音頭 

町歌は、合併後新町において

定めるものとする。 

現在の歌・踊りは、地域の歌・

踊りとしてそれぞれ残すものと

する。 
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現                    況 
項  目 

広  見  町 日  吉  村 
具体的な調整方針 

まちづくりの 

シンボルマーク 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 広がりゆく美しい緑の森 

    森が育む清らかな水 

      大自然で躍動する町民を表現 

－ 

まちづくりのシンボルマー

クは、合併後新町において定め

るものとする。 

まちづくりの 

キャッチフレーズ 

“森林文化都市・広見” 

山・川の恵み、自然がときをきざむ里 

「しいたけとゆずの香り日吉村」 

「しまんとロマン日吉」 

まちづくりのキャッチフレ

ーズは、合併後新町において定

めるものとする。 

町村の宣言等 

交通安全町宣言 

（昭和３７年３月２４日制定）

犯罪０の町宣言 

（昭和３９年７月１３日制定）

人権モデル町宣言 

（昭和４７年９月２５日制定）

生涯学習の町宣言 

（平成３年３月２０日制定）

米の輸入・自由化反対宣言 

（平成４年３月２４日制定）

非核平和の町宣言 

（平成６年１２月１６日制定）

シートベルト完全着用宣言の町 

（平成６年１２月１６日制定）

「人権尊重の村」宣言 

（平成４年１２月２２日制定） 

「非核平和の村」宣言 

（平成７年９月２２日制定） 

新町において検討のうえ定

めるものとする。 

名誉町村民 

（特典及び待遇） 

1.町の公の式典への参加 

2.町の施設の使用に関する使用料及び手数料の減免 

3.本人の生活に対する便宜の供与又は援護 

4.死亡の際における相当の礼をもってする敬意 

5.その他町長が必要と認めた特典又は待遇 

 広見町名誉町民 

   松浦 一志 （昭和 28 年） 

   古谷 義正 （昭和 32 年） 

   桂  作蔵 （昭和 38 年） 

   高橋作一郎 （昭和 45 年） 

   山口 恒則 （昭和 56 年） 

   宇都宮光明 （昭和 56 年） 

1.村の公の式典への参列 

2.本人の生活に対する便宜の供与又は援護 

3.死亡の際における相当の礼をもってする弔慰 

4.その他村長が必要と認めた特典及び待遇 

 

 

日吉村名誉村民 

   大野作太郎 （昭和 36 年） 

   井谷 正吉 （昭和 46 年） 

   清家 紫朗 （昭和 50 年） 

   奥島 孝康 （平成 6 年） 

   河野 幸男 （平成 7 年） 

名誉町民制度は合併時に調

整する。 

現名誉町村民については、既

に各町村において功績を讃え

るため、その称号を贈っている

ことから、現行のまま新町に引

き継ぐ。ただし、待遇及び特典

については合併時に調整する

ものとする。 
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広見町・日吉村合併協議会 項目別調整方針 
 

協  議  項  目 農業委員会委員の任期及び定数の取扱い  関 係 項 目 

事務・事業・制度名等  担 当 部 会 名 等 産業建設部会 

調整方針確認日 

基 本 調 整 方 針 

農業委員会については、合併時に統合するものとし、農業委員会の選挙による委員は、市町村の合併の特例に関する法律第８条第１項第１

号の規定を適用し、平成１７年７月１９日まで引き続き新町の農業委員会の選挙による委員として在任する。 

なお、選挙による委員の定数は、２０人とする。また、報酬の額は、合併時に調整する。 
平成  年  月  日 

留意事項   根拠法令 先進事例

農業委員会は、特別の事情がある場合

を除いて、原則として市町村に１つ置か

れ、その委員は、選挙による委員（選挙

委員）及び選任による委員（選任委員）

によって構成されます。 

委員の定数と任期は、選挙による委員

については農業委員会等に関する法律

（以下「農業委員会法」という。）第７条

及び第１５条に、選任による委員につい

ては同法第１２条及び第１５条におい

て、それぞれ定められています。 

 

新設合併の場合は、原則として合併関

係市町村の農業委員会の委員はすべて身

分を失い、農業委員会の設置の日（市町

村の設置の日と同日）から５０日以内に

一般選挙を行うことになります。 

【特例】 

市町村合併が行われた場合の農業委員

会の委員の任期等については、農業委員

会法における特例措置と合併特例法にお

ける特例措置とがあり、どちらの特例措

置を適用するかによって事務手続が異な

ってきます。 

 

【農業委員会法に基づく特例措置】 

農業委員会は、１市町村１農業委員会

が原則ですが、市町村長は、その区域を

２以上に分けて、その区域ごとに農業委

員会を置くことができるとされていま

す。（農業委員会法第３条第２項） 

２以上の農業委員会を置くことができ

るのは、市町村の面積が２４，０００ヘ

クタール（２４０㎢）を超える市町村又

は市町村の区域内の農地面積が７，００

０ヘクタール（７０㎢）を超える市町村

とされています。（農業委員会等に関する

法律施行令第１条の３） 

市町村の合併が行われ、合併関係市町 

農業委員会等に関する法律（昭和２６年法律第８８号） 

（設置） 

第３条 市町村に農業委員会を置く。ただし、その区域内に耕作の目的に供される土地（以下「農地」と

いう。）のない市町村には、農業委員会を置かない。 

２ その区域が著しく大きい市町村又はその区域内の農地面積が著しく大きい市町村で政令で定めるもの

にあっては、市町村長は、当該市町村の区域を２以上に分けてその各区域に農業委員会を置くことがで

きる。 

 （選挙による委員） 

第７条 農業委員会の選挙による委員は、被選挙権を有する者について、選挙権を有する者が選挙するも

のとし、その定数は、政令で定める基準に従い、１０人から４０人までの間で条例で定める。 

 （選挙の単位） 

第１０条の２ 農業委員会の選挙による委員は、その農業委員会の区域において選挙する。 

２ 市町村長は、農業委員会の選挙による委員の選挙につき、特に必要があると認めるときは、前項の規

定にかかわらず、政令で定める基準に従い、条例で、当該農業委員会の区域を分けて２以上の選挙区を

設けることができる。 

３ 前項の場合において、各選挙区において選挙すべき農業委員会の委員の定数は、おおむね選挙人の数

に比例して、条例で定めなければならない。 

 （公職選挙法の準用） 

第１１条 公職選挙法（中略）第３３条（一般選挙の期日）（中略）の規定は、（中略）農業委員会の選挙

による委員の選挙について準用する。 

 

 （選任による委員） 

第１２条 市町村長は、選挙による委員のほか、次の各号に掲げる者を委員として選任しなければならな

い。 

 (1) 農林水産省令で定める農業協同組合及び農業共済組合が組合ごとに推薦した理事（経営管理委員を

置く農業協同組合にあっては、理事又は経営管理委員）各１人 

 (2) 当該市町村の議会が推薦した農業委員会の所掌に属する事項につき学識経験を有する者５人以内 

 （委員の任期） 

第１５条 選挙による委員の任期は３年とし、一般選挙の日から起算する。但し、任期満了による一般選

挙が農業委員会の委員の任意満了の日前に行われた場合において、前任の委員が任期満了の日まで在任

したときは前任者の任期満了の日から、選挙の期日後に前任の委員がなくなったときはそのなくなった

ときはそのなくなった日の翌日から、それぞれ起算する。 

 

○さぬき市(H14.4.1 合併) 

（あさぎり町：H15.4.1 合併予定） 

新町の農業委員会の委員の定数及び任期につ

いては、農業委員会等に関する法律に基づき、合

併の日から５０日以内に設置選挙を行うことと

し、選挙委員の定数は２０名とする。 

 

○東宇和・三瓶町合併協議会 

農業委員会については、合併時に統合するもの

とし、選挙による委員の定数を３０人とする。 

新市においては、農業委員会等に関する法律第

１０条の２第２項に規定する選挙区を設けるこ

ととし、各選挙区の定数は次のとおりとする。 

明浜町、三瓶町の区域   ６人 

宇和町の区域      １０人 

野村町の区域       ９人 

城川町の区域       ５人 

農業委員会については、合併時に統合するもの

とし、農業委員会の選挙による委員は、平成１７

年７月１９日まで引き続き新町の農業委員会の

選挙による委員として在職する。 

なお、選挙による委員の定数は、新町において

調整する。また、報酬の額は、合併時に調整す

る。 

農業委員会については、合併時に統合するもの

とし、農業委員会の選挙による委員であった者

は、市町村の合併の特例に関する法律第８条第１

項第１号の規定を適用し、平成１４年７月１９日

まで、引き続き新市の農業委員会の選挙による委

員として在任する。 

   

○中球磨５か町村合併協議会 

報酬の額は宇和町の報酬及び同規模の農業委

員会の例をもとに調整する。 

 

○南宇和合併協議会（H16.10.1 合併予定） 

公職選挙法 

（一般選挙、長の任期満了に因る選挙及び設置選挙） 

第３３条 １～２（略） 

３ 市町村の設置に因る議会の議員の一般選挙及び長の選挙は、地方自治法第７条第６項の告示によ

る当該市町村の設置の日から５０日以内に行う。 
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留意事項   根拠法令 先進事例

村（合併前の市町村）に設置されていた

農業委員会の区域を変更せずに、そのま

ま合併市町村のそれぞれの農業委員会を

置く場合は、従前の農業委員会が、その

まま新しい農業委員会となって存続し、

選挙委員及び選任委員並びに職員とも引

き続き在任することとされています。（農

委法第３４条第１項） 

この場合の委員の任期は、各農業委員

会ごとの選挙委員の残任期間とされてい

ます。 

 

【合併特例法に基づく特例措置】 

 合併市町村の区域に１つの農業委員会

を置く場合 

選任委員については、特例措置が設け

られていないため、新設合併の場合､失職

するため、合併後速やかに選任委員を選

任しなければなりません。 

 

 合併市町村の区域を２以上に分けて農

業委員会を置く場合 

また、合併関係市町村（合併前の市町

村）に設置されていた農業委員会の区域

を変更して、２以上の農業委員会を置く

場合は、農業委員会法第３４条の適用が

ある場合を除いて、合併関係市町村の農

業委員会の選挙による委員で合併市町村

（新町）の委員の被選挙権を有すること

となる者は、合併関係市町村の協議によ

り、それぞれの農業委員会ごとに８０人

を超えず１０人を下らない範囲で定めた

数の者に限り、合併後１年を超えない範

囲で定めた期間、引き続き新町の選挙委

員として在任することができるとされて

います。（特例法第８条第３項） 

（境界の変更の場合の特例） 

第３４条 市町村の配置分合が行われる場合において、新たに設置された市町村に置かれる農業委員会の

区域が、従前の市町村に設置された農業委員会の区域をその区域とすることとなるときは、当該農業委

員会は、当該市町村の農業委員会となって存続するものとし、従前の農業委員会の委員及び職員は、引

き続きその存続する農業委員会の委員及び職員となるものとする。 

 

農業委員会等に関する法律施行令（昭和２６年政令第７８号） 

 （２以上の農業委員会を置くことができる市町村） 

第１条の３ 法第３条第２項の政令で定める市町村は、その区域の面積が２４，０００ヘクタールを超え

る市町村又はその区域内の農地面積が７，０００ヘクタールを超える市町村とする。 

 

 （選挙による委員の定数の基準） 

第２条の２ 農業委員会の選挙による委員の定数の基準は、次の表の上欄に掲げる区分に応じ、それぞれ

同表の下欄に掲げるとおりとする。 

 ① その区域内の農地面積が１，３００ヘクタール以下の農業委員会 

基準農業者数が１，１００以下の農業委員会 ２０人以内 

 ② ①及び③以外の農業委員会 ３０人以内 

 ③ その区域内の農地面積が５，０００ヘクタールを超え、かつ、基準農業者数が６，０００を超える

農業委員会 ４０人以下 

 

 （選挙区の基準） 

第５条 法第１０条の２第２項の規定により農業委員会の区域を分けて２以上の選挙区を設ける場合に

は、その分けて設けられるすべての選挙区につき、その区域内の農地面積が５００ヘクタール以上とな

るか、又は基準農業者数が６００以上となるようにしなければならない。 

 

 市町村の合併の特例に関する法律（昭和４０年法律第６号） 

 （農業委員会の委員の任期等に関する特例） 

第８条 市町村の合併の際合併関係市町村の農業委員会の選挙による委員で当該合併市町村の農業委員会

の委員の被選挙権を有することとなるものは、合併関係市町村の協議により、新たに設置された合併市

町村にあっては８０を超えず１０を下らない範囲で定めた数、他の市町村の区域の全部又は一部を編入

した合併市町村にあっては４０を超えない範囲で定めた数の者に限り、次に掲げる期間引き続き合併市

町村の農業委員会の選挙による委員として在任することができる。この場合において、市町村の合併の

際に合併関係市町村の農業委員会の選挙による委員で当該合併市町村の農業委員会の委員の被選挙権を

有することとなるものの数がその定められた数を超えるときは、これらの者の互選により、合併市町村

の農業委員会の選挙による委員として在任する者を定めるものとする。 

 (1) 新たに設置された合併市町村にあっては、市町村の合併後１年を超えない範囲で当該協議で定める

期間 

 (2) （省略） 

２ 前項の場合においては、農業委員会等に関する法律（昭和２６年法律第８８号）第７条の規定にかか

わらず、当該数をもって当該合併市町村の農業委員会の選挙による委員の定数とし、選挙による委員に

欠員を生じ、又はこれらの委員がすべてなくなったときは、これに応じて、その定数は、同条の規定に

基づく定数に至るまで減少するものとする。 

３ 農業委員会等に関する法律第３条第２項の規定により合併関係市町村の区域を２以上に分けてその区

域に農業委員会を置く場合（中略）においては、農業委員会等に関する法律第３４条の規定の適用がある

場合を除いて、前２項の規定を当該委員会ごとに適用する。（以下略） 

 

これに対して、合併特例法には、合併

関係市町村の農業委員会の選挙による委

員で合併市町村（新町）の委員の被選挙

権を有することとなる者は、合併関係市

町村の協議により、８０人を超えず１０

人を下らない範囲で定めた数の者に限

り、合併後１年を超えない範囲で定めた

期間、引き続き新町の選挙委員として在

任することができるとされています。（特

例法第８条第１項） 
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現                況 
具体項目 

広見町  日吉村
調整案 

 

選挙による委員数 

 

定員 １６人 現員 １６人 

 

定員 １２人 現員 １２人 

選任による委員数 

(法第 12 条第 1号委員) 

 

定員  ２人 現員  ２人 

 

定員  ２人 現員  ２人 

選任による委員数 

(法第 12 条第 2号委員) 

 

定員  ５人 現員  ５人 

 

定員  ２人 現員  ２人 

組織 

委 員 合 計 
 

 定員 ２３人 現員 ２３人 

 

 定員 １６人 現員 １６人 

任期 
平成 13 年 1 月 25 日から 

平成 16 年 1 月 24 日まで 

平成 14 年 7 月 20 日から 

平成 17 年 7 月 19 日まで 

農業委員会については、新設合併で１つの農業

委員会を設置するものとし、農業委員会の選挙に

よる委員は、合併特例法の適用により平成１７年

７月１９日まで引き続き新町の農業委員会の選

挙による委員として在任する。 

なお、選挙による委員の定数は、２０人とする。

会長   150,000 円 132,700 円

会長職務代理者   126,000 円報酬 

委員   140,000 円 126,000 円

報酬の額は、合併時に調整する。 

町村面積 

(ha) 
２４，１８７   １５，２９８ ８，８８９

農地面積 

(ha) 
１，０４２   ８８５ １５７参考 

農家戸数 

(戸) 
１，６８８   １，４１０ ２７８

※農地面積及び農家戸数については、2000 年世

界農林業センサスによる。 

（農家戸数については、10 アール以上の経営耕

地面積がなくても農業生産物の総販売額が 15 万

円以上あった世帯を含む。） 

     

 

 


